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生 産 と 消 費 の 矛 盾 (2)

— 恐慌論研究のた め に 一

井 村 喜 代 子

は し. . が . き .■ ■
序章く生産と消費の矛盾〉にかんする基礎的考察 

第 1 章ぐ主產と消費の矛盾〉と再生産表式論 

齡 1 節 . 『資本論』_第.2 部第3 篇の冉生産表式分析（以上 1969年 12.月号). 
第 2 節 r均等的拡大再生産』と 「I 部門の不均等的拡大j 
第 1項予備的考察 —— 単純再生産——
第 2項 拡 大苒生產展を規定する諸条件  

第 3 項 r均等的拡大再生産」

第 4 項 「I 部門の不均等的拡大』の構造（以上本月号）

第 5 項 「I 部丨11〗の不均等的拡大」の_展と限界を規定する諸条件 

第 3 節固定資本の塡補と蓄秸部分の転態とをめぐる問題 

第 2 章く生産と消費の矛盾〉の展開 •

一一産業循環過程め分析——

.第 1 章く生産と消費の矛盾〉 と再生産表式論 (っづき）

第 2 節 「均等的拡大再生産」 と 「I 部門の不均等的拡大」 ,

本節ではまず，拡大再生産において，あらゆる部門の生産が消費と「照応j 関係を保っていると

.い うことはいかなる内容のものであり,それはいかなる諸条件のもとで可能であるのか,を考察す

る0 もちろん, 資本制生産においては, 生産と消費とのr照応」関係を実現していく メ カ ニ ズ ム が :

存在するわけではないのであるが， 「照応」関係にかんする考察は， 生産が消費との，「照応j 関_.

を版つて拡大していくことCD内容とそこにふくまれる問題性を把握するための理論的基準を提供す: 

るものである。. , ；

上のような考察を$ 準として, つぎに， I 部門が鑛との「照 ぬ P鎌をもつことなしに，自立的, 

に拡大していく I部門の不均等的拡大が， 亨衡の維持されているもとでも展開するというこ 

とを明らかにする。—— 本節では, 坐産力一定のもとで，有機的構成，剰余伽値率等を一定と仮定： 

しており，本節で対象とする.I部門の不均等的披大は，有機的描成等が一•定のもとで生じるもので- 

ある。それゆえ，これはレーニン表式がとりあげた，有機的構成高度化に対応、ずる：[部忾の不均等..

— ■ 4t> ■""—**■



. 生産と消費の矛盾⑵

的拡大とは明確に区別されなければならない。.

ところで，本節は第1章 「く生産と消費の矛盾〉と洱生産表式論」の第2 節である。第 2 節では，

マルクスの拡大再生産表式分析でなお残されてt 、た問題（前稿（1) 36〜8 頁参照）を分析対象とする 

が，その考察はいぜんとして表式分析の領域内にとどまっている。

したがって， I 部門の不均等的拡大の問題についても，とこでは， 1 部門が消费との「照 ®」関 

係を破りて. 「過度j に拡大していくという構造をまず原理的に明確にすることに中心課題があるし, 

かかる不均等的拡大の展開の促進基盤も，表式分析の領域内の問題にかぎづて言及されるにとどま

つている。 -

I 部門の不均等的拡大が，資本制的競争のもとでの投資行動を通じていかに刺戟•促進されてい 

< のか，またそれは，とこでは考察し,ない生産力向上• 有機的構成高度化片よるI 部門の不均等的 

掘大や，固定資本更新の一時的集中による労働手段生産部門の急激なる拡張促進等と結びつきつつ, 

いかなる展開をとげていくのか……こうした点についての分析は，，く生産と消費の矛盾〉の運動を 

考察する後の章にゆずらねばならない。 .

このように，本節での考察は，かなりの論理的限定をもっているが， かかる考察は， 〈生産と消 

費の矛盾〉の運動を分析するための莲礎として不可欠と思われる。 •

第 1 項予備的考察 —— 単純再生産一 -

本節の分析対象は拡大再生産にあるが，そこでの問題点を明らかにするため^;，まず，单純再生 

産における生産と消費との「照応」関係について簡単に考察をこ こ ろ み る 。 .

⑴単純再生産においては，有機的構成等（有機的構成固定資本と流動資本との構成比固定 

資本の回転率剰余価値率シが一定であるとすれば，再生産の「正常的経過j は，これら有機的 

構成等に照応したところの亨ー不変の生産部門構成のもとでのみ可能であ冬。 ；

単純再生産では，（イ）I c 部分の I 部門内部での転態， （ロ) l ( v + m ) と n c との部門相互間の転 

漶，（in ( v + m )のn 部門内部での転態，が行なわれるが，有機的構成等が同一であれば，こ の i c  

部分， I ( Y + m ) = n c部分， n(v + m )部分の大いさはいずれも同一不兹である。 また， I 部門と 

II部門の生産額も同- -不変であって， I 部門とn 部門の生産物価値め構成はT.c: T .(v+ m )という 

一定不変の構成比をとる。（T .は部鬥計であり，T.cは全部門のc の合計をしめす。).有機的構成等を」定 

.とすれば，ある一定の生産物を生みだすために必要な投下資本総額は一矩であるから，単純再生産 

の 「正常的経過」においては，各部門の投下資本総額の構成比もまた一定である。

なお，補足すれば，ここでは， I 部門の生産物の構成比が一定であるばかりではなく， I 部門用 

坐産手段を意味するI c と, n 部門用生産手段を意味するI ( v + m )との比率も一矩であるし,そ 

れぞれが社会的総生産物のうちでしめる比率も一矩である。
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後との関係で, I 部鬥を労働手段生産部門I F と 

H の構成は以下のようになる。 レ 

，労働手段生產部門IF. WiF=T.f—H I •：

*原材料生產部門Ir. ' Wir=T.r

、消費手段生產部門n. W n = T . ( v + m ) - T . 2v

IF ： Ir * n = ~  :T.r:T.2v

本稿では，固定資本の回f e率 ! ，剰余価値率】 =10攸ど仮定する：

• . また，本稿セは，卑純化、のため，各生産部門の有機的構成占， 固定資本と流動不変資本との構 

成比デ，剰余価値率备 は同一と仮定する。それゆえ，各生産部門の投下総資本の構成比と， 名: 

部門の年生產物価値の構成比とは等しい。本稿で部門構成（iF : i r : n ) という場合，この投下総 

賛本め構成比= 年生産物伸!•値の構成比を指す。

. - , ソ . . .  . ‘ . ■  ■ 、 ■ . . .

それゆえ，生鹰力が高く，有機的構成がョリ高いところでは， IF 部門 - i r 部門の構成比はョy 

. 高いこととなるが， この高い有機的構成が不変のままつづくかぎり，その単純两生産の「正常的経 

過」のための部門構成はそのもとで唯一不変である。

• . ‘
⑵以上のように，有機的構成等が一定のもとでは，単純再生産のr正常的経過」は， この有_  

的構成等に照応したところの，了〒寧の部門構成のもとでのみ実現されていくのであるが，とのこ 

とほつぎのととを意味するものである。

すでに前節で弹調したように，資本制生産においては，生産は消費の増大を目的として，消費の 

增大に対応して営なまれるのでは決してなぐ，生産は資本による最大限の利潤追求のために営なま. 

•れ，生産の動向によって消費が規制されるという顛倒的関係が支配しているのである。 したがって 

そこには，生産と消費とを対拓させるメカニズムは本来存在しないのではあるが， しかしながらそ. 

こにおいても，社会のあらゆる生產（1部門用评正. Wir, n部門用WiF. Wit•，消費手段の生産） が 

すべて，消費手段の生産•その消費へと結実していくべきものであるという関係は厳然としてつら 

ぬかれているのである。それゆえ，生産占消費の顚倒的関係の支配する資本制生産においても，あ 

■る一定の資本の有機的構成等のもとでは, 単純再生産の「正常的経過」を行なうためには,あらゆ 

る生産は，最終消費と直接•間接に一定の速繫—— 有機的構成等によって規定された一定の連繫——. 

を保っていなければならないという関係が支配しているのである。

上にしめしたところの一定の部門構成( ^ I ^ T .r r T J v )はその関連をしめすものであり， この 

一定の部門構漁のもとで， n 部門の生産は消費と均衡し，i f • i r 部門の生産は, n 部門と‘の間の 

部門間均衡を保っている》そこでは，年々のII部門の生産物Wflはすべて直按消費されるために生 

逾され， I 部門の生産物のうちの i ( v + m ) = n 部H用生産-手段は，年々， n 部門の生産を維持する

原材料生產部門 I r とにわけてみると，各部

( T .は全部門計。たとえば, T . f は f の全部門 

計をしめす。)



生産 j：消費の茅m (2)

ナこめに生産され，i c - 1部門用生産丰段はかかるn 部門用生産手段め生産を維持するために生産さ 

れているという関係が厂そのままつらぬかれているのである。がかる意味において，あらゆ:6 生産; 

は，消費と「照応」関係を保っているということができるのである。

;もちろん，このように，あらゆる钜產が消費と「照応」_ 係を保っているといっても，このとi  

は，生産と消費の間に矛盾が全く存在しないということを意味するものでは決してない。そとばお 

いても，労働者の消費に支払われるもの（v )が，労働者のうみだした価値生産物（v+m ) の一部分に 

しかすぎないという資本制生産固有の矛盾は一貫してつらぬかれているのであって，生産が消費と 

「照芯」関係にあるといっても， それは,このような資本制的制限をうけている消費に対して生産 

が 1"照応」間係を保ゥているということであって，それ以上のものでは決してない。

… * . . .  •ふ
• . ； ■ * . . .

( 3 ) 以上の単純再生産の場合について注意しておきたいのは，単純再生産においては，表式上の 

「均衡」が_ 持されているということが，同時に，あらゆ名生産が消費と「照応」関係を保ってい 

るということを意味するという点である。 いいかえれば， 単純再生産を問題とするかぎりでは，

坐産が消費と「照応j 関係を保っているかどうかという問題は， 「均衡」条件が維持されているか 

どうか• 不均衡が生じるかどうかという問題として把えられうるという点である。

拡大再生産においては，このように, 表式上の「均衡j 条件がみたされていることが，すなわち， 

虫産が消費と「照応」関係を保っているということにはならないのであり，ここに究明すべき命題 

の困難性が存するのである。

第 2 項拡大再生産の進展を規定する諸条件

拡大再生産においては，前項でみた単純再生産の場合とは異なって，表式上の「均衡」条件がす 

ベてみたされていたとしても，そのことはあらゆる生産部門が消費と「照応」関係を保ちつつ拡大 

再生産を行なっているということを意味するものでは決してない。

マルクスが拡大再生産表式分树で明らかにしたように，拡大再生産のための「物質的前提」. 「物 

質的基礎」は，今年度と同一規模の生産を維持するに必要な生産手段をこえて，ヨリ以上の余剰の 

生産手段一 一 本稿ではr佘剩生産手段j W l J とよぶ一一が存在しているということであるン 

I(v+m)>II.c，又は I(c+v+m)>I.<H-EI.o 

そして，（貨幣 r還流j の諸条件がみたされていると前提すれば)，I，(v + m v + m k )= n (c+ m c)という. 

いわゆる部門間5■均衡」条件がみたきれれば， 拡大洱生産における「均衡j は維持されることと 

なる。この条件がみたされるというととは，•上 の 「余剩生産手段」JW i-I(v+ m )~  n .c - I (c + v +  

m)-(I.6+ n . c ) がすべて両部門の拡大のために利用されることを意味する。
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.ところで，拡大苒生産におぃては, 「余剰生産手段」W i jが I • ! ! 部門の間にぃかに配分.利用 

されたとしても一ぃぃか又れは，各生_產部門の紙大率がぃかにあろ.う.,とも_—— ともかく I(v + my 

+ m k)-I l(c  + m c )とぃう条件がみたされてざえぃれば，部門間「均衡」は維持されることとなるの 

である。このことはマルクスの拡大再生產表式分析から明らかである0 (前稿⑴36〜8罵参照） 

，しかしながら，：「佘剩生産手段d W ijが各生産部門にぃかに配分• 利用され，各部門がぃかなる 

拡大率をもって拡大再生産を行なっているかと:ぃうことによって，全体としての拡大再生産の諸関 

速は異なるものとなるし， したがって生産と消費との関連もまた異なるものとな.る。

以上O点を認識したうえで，拡大再生産におぃてあらゆる部门が消費と「照応』関係を保ちっっ、 

拡大再生産を行なっX ぃるとぃうことはぃかなる内容のものであるかを考察し，これを基準として 

生産が消費との「照応」関保を破っヤ拡夫していく「I 部門の本均等的拡大」の構造を眭らがにす 

ることが以下の課題である。

本項では，本節の主題の考察に先立ち，まず拡大再生産の進展を規定する諸事情にっぃて，若干

の一般的検討をところ■みる。
. . - -1 . .  ̂ . . . . . . . .  .

な於，本節では，主題め解明のために，つぎの点で，マルクスの拡大再生産表式とは異なる条件. 

前提をとりぃれてぃるので，あらかじめ注意してお含たぃ。

(イ）..マルクスの拡大再生產_ 式分析では，単純化のため，固笨資本におぃても年々そのすベての 

価値が移転するとぃう前提がおかれてぃる。C=c，F = f であるし，有機的構成におけるC : v と表 

式上のc:V (不変資本の価値移転部分と可変資本部分の構成比）もひとしぃ。 したがってまた，有機的構 

成にしたがって新投資される新投資部分の構成m c:m vは c : v 匕等しぃことになってぃる。

しかしながら，上の問題を考えるうえには，このような前提をとることによる制約はきわめて大 

きぃので，本節では, 原則として不変資本の価値移fe部分c を固定資本の価値移転部分f と流動的 

不変資本の価値移転部分r とに：B けて, 固.定資本価値甘は年々* のみ伽値移転すること 

を前提とする。これと対応して，T 部門を固定資本の「質料的担ぃ手」である労働手段を生鹿する 

部 門 I F と，流動的不変資本の「質料的担ぃ手」である原材料を生産する部門I r とにわけて考察 

することとする。 -

したがって，ここでは，投下総資本の構成であるC:v，F:.r:v,.: .と，、生産物の各価値構成部分の 

比 率 c:v, f ：r：v の構成比は興なる。 また新投資におぃても，固定資本では長期間にわたっ七機能 

する労働手段に対して一括投資ざれるので，新投資部分は総投下資未の有機的權成に等しぃところ 

の構成m F:m r:m vとなり，これは’ f : r : v の比率とは異なるものとなる。

かかる前提を導入することは, 投下資本のfe大率め上昇が各部門の投下資本拡大•生産拡大に及 

ぼす影響等を考える場合不可欠である0 C -c ,  F = f とぃう前提のもとで考察することによって,大

* 49 ■—*
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きな轉りの生じた例は，後にふれるところである。 （本節の(補)を参照）第 1表は， これらの諸点を

考慮にいれて社会的総生産物の価値的•.素材的塡補の関係をしめしたものである。

以下の叙述において，一括七きる場合は, I 部Prj，c, m eを用いるが, そこではI 部門= I F 部 

F
門+ I r 部門，e = i  + r，m c= m F + m rであることはいうまでもない

第 1表 拡 大 洱 生 産 （I 部 門 を if • ir部門に分けたもの） 

F ハ -
労脚手段生逾部門IF K

原材料生;蜜部門 Ir  K

消赀手段生糜部丨"丨 E K

Q

Qs o 矢ri丨は生®物の流れをしめす。[ニ]は由部門内転態をしめす
p

K (総投下固定資本)

F (総投下固定資本）
+
r (投下流動的不変資本) 
+
v (投下可変資本）

ラ イ

:固 定 資 本 （労働手段）の価値移転部分 

:流動的不変資本（原材料）の価値移転部分 

:新しくうみだされた価値のうち労働力の価値にあたる部分 

mF =剰 余 価 値 （m) のうち労働李段に新投資される部分 

m r= m のうち原材料に新投資される部分 

mv = m のうち追加労働力に新投资される部分 

U k = m のうち資本家によって消費される部分 

K (=F  + r + v ) によって，右の生鹿物が生産され，m F+m r+m vが，K (= P + r + v ) に加えられ，■投下総固定資本 

の規模拡大となっていく。

もっとも， rf>eF問題j はとこでは表示していないが，これをいれて考えれば, 生産物のf部分がGF 部 分 （労働手 

段の现物更新） と，cF部 分 （f-GF をうめるた46の追加的固定資本形成） とにわかれる。そして，K に加えられる 

部分は，mF + r + v に，eFがプラスされ，mF + cFが戸に追加されることとかる。

なお， I 部門の生産物のうち, 自部門内転態するI(c + m c)部分は I 部門用生産手段となり，他 

方 I(v + mv + mk)部分はII部門用生産手段となるが，両者の区別と両者の関係に注目する必要のあ 

る場合もある。 したがって必要に応じて, I 部門を I 部門用生産手段の生産部門I ⑴ と n 部門用 

生産手段の生産部門I (m とに分けて考察する。これを図示したのが第2 表である。

第2表城大W生産（I 部門をI ⑴ . n(n>部門に分けたもの）

I 部門;H生鹿手段T v
生淹部門パ1> K

n 部門/丨i生鹿平段T ， I
生 逾 部 門 K

F
_ . o _ _  _

.ゾ__十—こ]+ [̂ y J + J mF + mrj + [mv I- mk |

■ [ml'+ ;nr|

tF

mk

I o j  o
+ l* ] T v j 4* I mF 十 mr| + レnv + mkli賭手段虫逾部門 IT K t

1v
( もちろん，すでにのベたように，ぶこでは原則として I F.  I r 部門にわげているので，原則としてはここに,

ね バ 八 、ニ ぃ, 、•ハ * • ハレぃ， 領衫>域舰魅娘谈
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I 部門用 • n 部門用の区別を導入すべきであるが， 繁雑となるので，、I 部門用とn 部門用の差興や関速をめぐ 

る問題の所在は， IF • I r 部n を一本化して把えた方がョリ明瞭となろう。 なお, IF • I r 部丨1 にわけたうえで， 

I 部門用， n 部門用の区別をとりいれたものは後の第3 表にある。）

(ロ) マルダスの拡大■再生産表式分析では分析されていないが, 拡大再生産においては,たとえ各 

生産部門における固定資本の年令構成（労働手段の償却年数別描成比率) が31想的状態にあると仮定し 

ても，年々各都門の固定資本総揮が増大し，\ 年々各部門の固定資本の価値移転f の総額(=販売総 

•額）が，現物更新 g F の総額（=購買総額）より上廻っていくので, この差額をうめあわす穴めに/  

追加的固定資本形成c F = f - c F を行なわなければならないという問題がある。 こ れ を r f > o F

.問題」とよぶが，.そのくもしい内容は別稿を参照されたい。
. . (1).. . .

本節自体の考察では，との「f> G F問鹿j に直接ふれる必要はあまりないのではあるが，拡大苒 

5■生産についての諸関係の一般的考察においてこれを導入して論じておくことは，後の分析のために 

有効かつ必要である。したがって，一般的にはこのrf > c F 間題j の存在を考慮にいれて考察をす 

るが，この問題をめぐる均衡条件の分析はきわめて繁雑となるの で , 第 3 . 4 項の分析ではこれに 

ついての言及は，主題の考察にとって必要最小限にとどめる。

社会的総資本の拡大再生産の '進展は， あ る 年 度 末 にどれだけの「余 剩 生 產 手 段 4W i」が形成さ 

れているかということと，そ の ■ が各生産部門にいかに配分 • 利用され•'各部門がいかなる率 

で投下資本を拡大するかということ， とによって規定される。

⑴ 「余剰生産手段 /̂Wij ...は.，■これまでI (v+.m)—n.c=_I(c+v+m)—(I.c+ D.C) ■と,してし.め .し 

てきたが，拡犬洱生産における「f > c F 問題」を考1 ；に入れるとつぎのようになる。労働手段にお 

いては，今年度と同一規模の生産を維持するために必要な額は, 労働手段の価値移転額(I.f+II.f) 

ではなくて，それよりもョリ少ない現物更新額(I.gF+ ELgF)でよV、のであるから，「余剩生產手段j

 ■「余剰労働手段 JWiFj + 「余剰原材料JWir」 は, つぎのようになる。 .

f 「余剰労働手段」-J W iF ^ I F C c + v + m )—( I .gF -トH .gF ) ，く

1「余剩原材料」ニ d W ir = I r (c + v + m )—( I .r + n .r )  •=

そして, 「余剰労働手段A V if jは，蓄積基金から固定資本新投資m F を行なうために用いられ 

る部分と，「f —gF」の差額をうめる追加的固定資本形成c F に用いられる部分とにわけられること 

となる。「余剩原材料メWir」は， すべてが蓄積甚金による原材料への新投資m r になる。.(したが 

って，投下資本姑大部分は.cF+mF+mr + m vであり，（cF + mF):mr:mv.が資本の構成F:r:vに等しくな:る。）

ある年度においてすでに投下されている全部門の生産手段総額に対して,その年度末に形成され 

た「余剩坐產手段 JWl」のしめる比率（本稿では，「余剰生産手段j の 「余剰率j とよぶ）が/全体とし 

ての投資規模の拡大率= 生産規模の拡大率を規定する。 ：

注（1 ) 拙 稿 「拡大洱生座過程にかんする表式分析_i (座応大学r経済学年報！1 2 集，1969年）第 1章第1觚
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■ ' - •

r■余剰労働手段」の 「余剰率」 「余剰原材料j の 「余剰率」= * 4 ,

(部門間『均衡』のため.には，

T.F
JWif JWir
T>TT — f であるごとが必要である J  

こ め ‘》•余 剩 率 」 を ご え た 率 で 设 下 資 本 規 模 を 拡 大 し よ う と し て も 不 可 能 で あ る し ，他 方 こ の 率 を  

下 翅 る 率 で 拡 大 す れ ば ， 部 門 間 不 均 衡 は さ け ら れ な い 。 そ れ ゆ え ， こ 0 「条 剰 率 」 は , 部 門 間 r均  

銜 J を 維 持 す る た め に ，全 体 の 投 卞 資 本 規 模 を 拡 大 す べ き 率 が 意 味 ず る も の で ■あ る 。

. . .  _ ' '. ..'.  ノ ...し. - ' - : .'： .. . . .  '
投下資本の拡大についてはつぎの点を注意されたい。

追加的固定資本形成Cぞは償却莲金積立てによって行なわれるので， これは投下貨幣資本総額の 

増大とはならないが，生產のために機能する労働手段の增大 . 生產資本の増加をもたらす。 したが 

って，ここでは，投下資本の拡大を，生產過程で耦能する生産手段と労働力の增大• ▲産資本の增 

大という意味で用いている。 • "

また， ここでは：# 機的揺成，菊j余価値率を不変と仮定しているので* 投下資本の拡大傘= 生產規.

橡め拡大率である。略して拡大率とい$ 時は, この投下資本の拡夫率= 坐產規模の拡大率を指す。

⑵拡大再生産における「均衡J 維持のためには， 「余剩生產手段J の 「余剰率j と等しい率で 

全体の投下資本規模を拡大する必要があるし, そこにおいて I (v + m v + mk)= n c という条件がみ 

たされでいる必要がある。ノ

ところで，これらめ「均衡」条件がみたされている場合に知いても，「余剰生産手段：が各部門にい 

かに配分 • 利用され，各部門がいかなる率で拡大するかによづて，全体どしての拡大洱生產の内容 

は異なるものとなるし，またその事情によってそめ後の「余剰生産手段」の形成•したがってまた 

全体の投下資本規模を拡大すべき率も左右される。

ある年度末の「余剩生產手段j の 「余剰率j = 全体としての投資拡大率をa とし， 固定資本め現. 
物更新 g F の増加率も同じく“ と仮定する。 へ

(イ)ノ各生産部門がいずれも均等の率なで投下資本を拡大したとすると， 2 年目末に形成される 

「余剰生産手段」は《の率で増加し, 2 年目末の「余剩生產手段」の 「余辦率」= 全体としての投下 

資本を拡大すべき率は, 前年度と同様《となる。

2 年因末の r余剰生産手段」の增加分は，一般に,
" . . . . . .  . . . .  .

尸 W 1F ⑵ Wif (1)= (Wif -  T.gF) (2 广 (Wif -  T.gF)⑴= (Wif ⑵— Wif ⑴)— (T.GFm—T.gF ⑴）

UWir(2, -J W ir (i,==(Wir--T.r)(2, - (W ir -T .r ) (1)=(W ir(2) - W ir (l))-(T.r,2)--T.r(i))

であるが，ここでの仮定のもとでは， 2 年丨目未の「余剩生產手段」は a だけ増加する。

MWlF(2) — JWlF(i) — «T.gF(D ^CrJWlPd)

レ Wir ⑵ーバ Wir^ =«Wir ⑴一aT,r ⑴=aWir ⑴ 

t したがって， 2 年 0 末 の 「余剩虫産手段j の 「余剩率」= 全体として投下資本を拡大すべき率は，

一_—  52  ---
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前年と同じく《である。 ，

/jWlF(2) (1 +  a) JWlF(i) _  zlWlF(i)一

T.F⑵ — (l+ ^ )T .F V r~  T.F(1)

」Wir ⑵ _ a  +  «)JWir ⑴ ' 」Wir⑴
T.r(2> — (l+«)T,r ⑴ = 一K  = a

(ロ） I 部門の投下資本拡大率が《ょりも高く， I 部門がn 部門を上握る不均等的姑大をとげる場 

合には， 2 年目末の「余剰生産手段j の増加率はa ょり上廼り，そ の 「余剰率j も前年のダより高 

くなる。それゆえ，全体としてめ投下資本は前年よりも上廻る率で拡大する必要がある。

I F 部閃の生産拡大率を（《+ めとすると，

JWif(2, —z/Wip(l) =(«+<?) Wip(i)—aT.GPd) =aJWiP(D +<?WiF(n
. ■.

zfWlF(2) _  (l+tf)^WlF(t)4-^WlFin JWlFd) , <?WlF(» /  ^WlF(i>
T-F⑵ (1 +  oOT.F⑴ — T.F⑴ 十 (1切 T.F⑴ \ (1+ び)TJF,” ノリノ

(この場合，部門間均衡を保つためには， I r 部門の拡大率は， 《 よりは高いが， I F 部門の拡大率《 + ひよ 

りも低い率であるべきである。） 、

か） 皮対に， I 部門の投下資本拡大率が, 全体の平均的拡大率orよりもヨリ艇い® 合には，（ロ)と 

は逆に， 2 年目末の「余剰生産手段」の塯部丨分はa より低く， 2 年目末のぞの「余剰率」は《ょり 

低ぐなる。それゆえ，「正常的経過j のための投卞資本拡大率は，前年ょりヨリ低い率となる。

. . へ  . 丨. 』. ：, . . . ：..ペン... '... へ . . ..， パ '.. 'へ :： /
* . - .

以上のように, I 部門の投下資本城大率いかん匕よって， 次 年 度 の 「余剩生產手段j の 「余剰 

率」= 全体として投下資本を拡大すべき率が癍定されるのである。 '

「余剰生産手段j を直接生産するのはI 部門であり，「余剰生產手段j ぼ， ある年度f c r部門で生 

產された生産手段総額ょり，その年度の生産規模を維持するためr 必要な生産手段填補額を控除し 

た残余分として形成されるのであるから, 必要な生産手段塡袖額を一定と伖定すれば，丨「余剩生處 

手段」の増大，「余剰生産手段」の 「余剰率」は， I 部門の投下資本大率の推移にょぅセ左右さ 

れることとな芩のは明らかである。

. . . . . . . ,パ ：. . . . ，. . ノ : ， '

第 3 項 : 「均等的拡大再生産」

' • .. . .. . ノ ' ' ■ ■ '

( 1 ) 前項の考察によって明らかなょうに，有機的構成等が」定とすれば，各生逢部門が年々均等 

の率で投下資本を拡大していく場合においては，年々同一の率で規則的な拡大をとげる拡大：njノ上座： 

が進展していくこととなる。前項の(イ)例の場合のように，I ( I F，I r 部鬥) • n 部門が均等の率《で 

拡大すると，その結果次年度末丨こ形成される.J 余剩生座手段j の 「余剰率」= 金体としての投下資本 

被夫率は前年同様《となる。 したがって，その後も年々, I ' n 部門の拡大寄が均等のび食保ってい 

•くとすれば, 年 々 の 「余剰生產手段」の 「余剩率」が同一率orを維持しrC_V、. く.こ上は眼らかであ■る。

_ イ 1—i.f ■ __
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いうまでもなく，各部H の投下資本拡大率が均等であるということは，部門構成が同一不変であ

るということを意味する。

こ の よ う に ， 各生産部門の投下資本規模の拡大率均等= 部門構成同一不変のもとで，年々一定の 
_ .

拡大率で拡大再生産が規則的に進M していくものを， 「均等的拡大再生産」どよぶこととする'。 各 

生産部門の投下資本拡大率均等= 部門構成不変ということと，年々の投下資本拡大率同一というこ 

ととは, 相互に前提しあう• 不可分の関係にあるのであるから， 「持等的拡大再生産j の内容は， 

各部門の投下資本拡大率が垮等であるということと同時に,年々の投下資本够大率が同一であると 

.いうこどとをふくむ総体として規定する。 .

以上のようにr均等的拡大再生産」では，各部門の投下資本拡大率一定= 部門構成一定であるが， 

このことは，各部門の各価値構成部分もそれぞれ年々一定率《：の増大をLめし，各価値構成辣分の 

相互比率は一定不変であるということをふくんでい名。第 1表を用いていえば, 各部門の f，l r, v， 

mF，mr, my, m k はすべて一様にaの率で増大し， したがってそれら各部分が社会的総生産物の 

うちでしめる比重も，各部門の生産物総額にしめる比重も一定不変である。このため各部門の総投 

下齊本Kもそれを構成するF, _r, v も《の率で糟大する。

それゆえ， I 部門（IF, I r )の生産物のうち, I 部門用生産手段となる(c+m c)部分（= f+ r + m F  

+ rn r)も， n 部門用生産手段となる（v+ m v+ m k )部分も，いずれも年々ずつ増加し，したがっ 

て，これ令両考の比率も，それぞれが社会的総生産物のうちでしめる比重も一定不変である。この 

ことは, 第 2 表 （ぁるいは後の第3表）のようにI 部 門 生 摩 「手段生産部門I⑴(I⑴F，1(1)10, n 部門用 

生産手段生産部門I(n) (I(n)F, I (n )D にわけても， いずれの部門もすベて年々《め率で投下資本

を拡大しているということを意味する。 ' ；
■ ■ ■■ ■ ■ ■ ■ ■

もっとも，以上の「均等的拡大再生産」は，「f > G F 問題」を考慮にいれれば，「f > GF 問題」を 

考慮した前項(イ)例からうかがわれるように，「均等的拡大再生産j の前提として，有機的構成. ( ^ )  

その他 (音 , が一定であるほか，つぎの前提を必要とする。.すなわち，各部門の固定資本 

の年令構成が理想的であって，現物更新 g F の年々の増加率が一定であること，さらにこのg F の' 

増加率が全体の投下資本増加率a と同一であること, (したが っ て追加的固定資本形成c Fの年々の増加

(この点， くわしくは別稿
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nJP Pp  ,

率もa となり， — の比率はコンスタントとなること）を必要としている

を参照されたぬ)
「均衡蓄積軌道」（本稿での「均等的拡大西生産」にあたる）の問題をはじめて提起された©は當 

塚岚三氏である。

當塚皮三戌は， r生•産と消費との述繫」を f再坐途表式論のうちに導入するには， いわゆる f部 

門間の均衡条件』 I(v  +  mv +  m k)=n(o + m c )の設定だけでは充分でない。 この条件さえ充たされ 

れば坊 I 邰門の觜秸额（ならびに窗稹率）は任意の大いさでありうるというならば，第 I 部鬥め自

注（2) 前掲拙檎, 122-3 M ,162
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立的発展は無限界であるとするト»>ガン•バラノフスキイ流の謬見に対する批判の論拠は不明確と

ならざるをえないj とされ，こ の r生産と消費との速繫j を表現するものとして「均衡蓄積軌道j 
(3)

■ (本稿の r均等的拡大再生産」に•あたる）を提起された。

ここでの問題意識はきわめて鋭く， この問題提起をされた富塚氏の功績は非常に大きいものと 

いえる。本項での「均等的拡大洱坐産」の分析も，氏の功績におうところが大きい。ただし，富塚 :

氏 の 「均衡蓄積軌道」の内容には，次頁でみるような誤りがあるし，さらにま'たこの「均衡蓄稹軌 

道j を基準として， 「第 I 部門の自立的発展」 を分析していく方ねについても， 種々の疑問があ 

り，本稿での分析は，富塚氏の見解とは大きな相違点がある。

⑵以上で明らかなように，有機的構成等 (；, 务，| r , 盖，f ) を一矩とすれば，「均等的拡 

大苒生産」では，各生産部門の部門溝成は一定不変であるが， この部門構成は， 「均等的拡大再生 

庳j ，における投下資本拡大率の高さに応じて左右される。

単^6再生産では, すでに指摘したごとく， 有機的構成等を一定不変とすれば, 「正常的経過」.の 

たやの部門構成は，この有機的構成等によって規定された唯一不変のものであった。

しかしながら，拡大再生産では事情は異なる。

社会全体の投資を《だけ拡大するためには, I 部門の年生産物は《の 「余乘丨丨率」だけの「余剰生 

産手段j をもたらす大いさでなければならないo すなわち，I F 部門の生産物たる労働手段W ifは， 

今年度と同一規模の生産の維持に必要な労働手段額T. gFではなく , これにa の率で投下労働手段 

を増大させるための「余剰労働手段j JW iF =aT .Fを加えたものでなければならないし， I r 部門 

の生産物たる原材料W irは，同一規模の生産の維持に必要な原材料の補填額T.rKi, «T.rだけの 

「余剰原材料j を加えたものでなければならない。他方， n 部門の生産物たる消費手段Wn は，単 

純再生産めようにT.(v+m )のすべてが消費されないのであるから, ，m のうち消費されなくなった 

T.CmF+mr)を控除した額でよい。 (mvは，資本家の消費から, 追加劣，働者の準費へ移行したもので,こ 

れについては， II部門の生産に変化を必要としないc)
■ v -'

それゆえ，a の率での拡大再生産を行なうためには，部門構成はつぎのようなものでなければな 

らない。

fIF 部門. WiP=T.GF+10«T.f ニ T.f(l.+ 10«)—T.cF
■  ̂ . ; . . .

Ir 部門. Wir=T.r(l  + a)

【E部門. W n=2T.v—T.(mF+mr) = 2T.v-^T.(10f+r)+T.cF ,
' - •

IF:Ir: n = T.f(l + 10«)-T.cF:T.r(l + a ) : 2T.V- aT.(10f+ r)+ T,cF

( 上の定式で明らかなように，拡大苒虫産では，「均衡」のための部們構成は，有機的構成等(殳， 

r f  
F ， F '
によって規定される：
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t,さちに投下資本拡大率とに，照応したものでなければならず， これら要因

(3 ) 赏塚设三 f恐慌論研究』94頁。
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したがって，たどえ有機的構成等が一定であるとしても， 「均衡」のため(6部門構成は,投下資 

本拡大率《rの高さに応じて左右されることとなる。有機的構成等を一定とすると， orめ価が高けれ 

ば高いだけ， a ニ0 である単純再生産の場合に比べて， I 部門の比遺め高い . n 部門の比重の低い 

部門構成でなければならない。《の価が高くなるにともない， I 部門の比重上昇が必要i 红名が， 

その場合，. I 部門のうちとりわけ労働手段を生産するI F 部門が，原材料生産部門I r よりもョリ 

一層顕著に比重上昇をしなければならない。《の率での拡大のために，廐材料ビ対ずる追加投資は 

«T‘rだけでよいのに反し，長期的に機能する労働手段に対しては一括投資しなければならない関係 

上，aT.  f ではなく aT. F = 1 0 « T .fが必要であり， I F 部門は 10aT .f-T .cFだけ の 「余剰労働手 

段」を形成しなければならないからである。上のことは，拡大再生産め「物質的基礎/ が^金剩生産 

手段j • なかでも「余剰労働手段」にあることを端的にしめすものといえる。

それゆえ，富塚良三氏のように，生産力一定のもとでは, 資本の有機的構成が一定であるどとく， 

部構成も一定であり， .こ の —不変の部門構成のもとでr均衡的蓄積j が展開すると考えるごと 

は誤りである。富塚民の見解では，生産力一定 • 有機的構成一定めもとでは，唯 一 の r均衡蓄積軌、

.道」が存在することとなるが，以上のベたことは，生産力一定 • 有機的構成等一定めもとでも，拡 

大率《の異なる「均等的拡大再生産•丨が無数に存在し，その拡大率a の大いさによって，部門構成 

が相異なることをしめしているン

. . . . .  ； • • 
富塚良三氏においては， 『均衡的蓄積」のためには， 各部門の蓄積率均等= 部門構成一定でなけ . '

ればならないという正しい主張と混同して， 「生産力が変化しない場合には《資本構成》が変化し

• ケ\ 、 学 《部門構成 > もまた兹化しないとされなければならないj という誤まっ

た中•張が行なわれている。

「或る一定の資本構成は（剰余価値率とともに）或る一定の生産力水準に対応しそれを表現す名 

ものとして想定され，生産力が不変の場合は資本構成もまた不変とされなければならない。それと 

I J f を投下総資本の部門間配分比率と総生産物の生産手段と生活資料とへの分割比率とは，生産部 

門間の技術的= 経済的な関連性を表現し，資本構成とともに或る一定の生産力水準に照応するもの 

として想定きれなければならないのではなかろうか。この生產部門間の技術的= 経済的な関速性を 

いま仮りに部門構成と呼ぶとすれば, この部門構成もまた坐産-力が不変の場合は不変とされなけれ

ばならないであろう。j (以上の引用文中の傍点は井村）
— (5 ) ______________  • •,；：'.

注（4 ) 富塚曳三*■前 掲 書 119頁。 ,
( 5 し81 息しこの,よ5 な誤った主張のでてきたのは，富塚氏が， 出らの拡大西生産表式を作製され，その

出 今 去 に 生 1?た r余剰坐産手段J を务部門の蒂猜率均等とするよう配分し，この表式モデルを通じ 

5 ン 赍 I 1? 道」 定烹れた？とによるめではなかろうか* その表式について，富塚民は，部門構成は一 
; 定の有機的構成に照応して唯一不変のものとなると考えられている。

しかし，富塚氏が表式を作られた時，そとでは，出 発年次の「余剰生産手段J の 「余剰率J はある娘めもの 
として咎兄られていたのであ7て , そ の 表式モデルにおける部門構成は， 有機的構成とともに.出発年次に

枣j の高さ〖こよって規定され，それらに贿応する‘ のでぁったの'^笼る。*酱

S S 構 挤 く 同 フ 虻 し て も ，全く興.なった部h 描成をとった表式をもって出発すれば* —— このことは,
寄 {発ヰ次に，r余剰取] の興なる値を与えるということである一一■有機的構成が同一であっても，' 全く 
異なる部r j措成のもとで，その部門措成不変のもとセ，興なる拡大率の「均衡落積軌道』がもとめられる。
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⑶以上のような r均等的.拡大再生産」においては，たんに「均衡j 条件が維持されているだ泠 

ではなく，あらゆる部門の生産が消費と「照応』関係を保ちっつ, 拡大再生産の「正常的経過」 を 

長期的に実現していづているということができる。

そこでは，ある一定の有機的構成等とある一定の投下資本拡大率とに対応したところの•ある一  

定の部門構成のもとにおいて， I (IwF • IWr • IqnF • I<n)r) • n のいずれの部の生產も，ともに同 

一の率で拡大を続けているのであって，これらの拡大を通じて消費もまた投下資本拡大率と同一率 

で拡大していくことになっているのである。かか る 「均等的拡大再生産」にあっては， n 部門は直 

接消費される消費手段の増庫の.ために，年々体ずつ投下資本 . 生産を拡大し， I 部門はかかるn 部 

•門め拡大のために年々a ずっ投下資本 • 生産を拡大する一一 I(n)F, I(n>r部れの拡大はn 部門を々 

ずつ拡大していぐためであり， I<i)F, I(i)l• 部門の拡大は，かかる I(n)F, I(n)r 部門の拡大のため 

の棊礎である一と人、う間係が，そのものとしでつらぬかれているし，これら各部門の投下資本. 

生産の拡大によづて消費はD部門の生産の拡大率《と同じ率で拡大するこ1 1 なるのであるかレ 

以上の諸部門の生産が消費に結実してV,、ぐという関係もまた,そのものとしてつらぬかれていると 

ぃ.ぇる。

この意味において, 「均等的拡大再生産」は, . そのもとであらゆる部門の生産が消費と「照応」関

係を保ちつつ，全体としてめ拡大再生産が進展しつつあることをしめすものであるといえる6したが

ってまた，以上で考察してきた「均等的拡大再生産j の諸条件は, あらゆる部門の生産が消費と「照

応j 関係を保ちつつ，長期的に拡大苒生產の「正常的経過」を維持していくための諸条件をしめす

ものであるといえる。もっとも，上の説明からも明らかなように，生産が消費と「照応」関係を保

っているといっても，はじめに消費の増大があって，それに照応して生産が拡大するという関係で

はなく，生産が独自に拡大してぃき，それを31じて髓が拡大することとなり，约 料 そ と に お

い て 「照応」関係がみられるというのである。ここには，資本制生産における生瘅と消費との顚倒

的関係が黄配している。（前_ (1 )27〜8頁参照：i したがって，厳密には， 「均等的拡大砰生産」におい

ては, 消費が生産と「照応」関係奪保っているというべき内容である。•

ところで，こ の 「均# 的拡大再生産」は, 資本制生産において，これを実現していく基礎がある
. ..■： ■ . ： - へ . 

というC とをしめすものでは決して^:いP すで、に前稿⑴で強調したように，資本制生産においては，

生産と消費とは顚倒的• 対立的運動をしめすのであるから，かかる’ 等的拡大W生産J を実現し
. . . ■- . ;  ■

ていく内的メカニズムが存奄しているわけでは決してない。しかしながら，資本制生産においても， 

あらゆる部門の生産が最終的に消费岑れる稗費手段:の生産のナこめの一環としてのみ存在していると 

いうC：と自体は_ かしえないのであって, それゆえ^ :こそ，全体としての生産が長期匕わたり規則 

的に拡大していくためには, 各部門が禪鹚と直接• 間接に—定の連繫をも，て拡大していかねばな 

らないのである。 「均等的拡大苒坐産丄は， みずからの諸関係, •諸条件を通じて，資本制生産にお



本項の主題は， I 部門の不均等的拡大の構造を明らかにし，その不均等的拡大過程において生産 

と消費とがいかなる関連にあるかということを考察することである。

本項で考察するI 部門の不均等的拡大は， 第 2 節冒頭で注意したように， I (v+mv+mk)ニ 0  

( c + m c )という部門間均衡が維持されているもとで生じるI 部門の不均等的拡大である。それゆえ, 

I(v+m v+m k)> n(c+mc)という部門間不均衡の内容をとって現われるところのI 部門の不均等な 

拡大いわば不均衡的不均等的拡大 ~— とは十分区別されなければならない。この不均等的拡大 

が加速され，部門間不均衡を潜在的にふくんだり• それを羅^ 化させるようになるという問題は， 

後に項をあらためて考察する。 .

また，ここで考察するのは, 有機的構成を一宇不変としたもとで坐じるI 部門の不均等的拡大の 

問題であって， レーニン表式のとりあげた有機的構成高度化に対応するI 部門の不均等的拡大の問 

題とは厳に区別すべき内容のものである。後者については別稿でのベたので参照されたい。両者は， 

拡大W生産の運動では密接に絡みあっているのであるが,ここでは取上げる商題を純粋に把えるた 

め，有機的構成はあくまでも一矩不変として考察をすすめる。両者が絡みあいつつ進展する過程に

【あ’ 激 嫌^̂ 鄉 鄉 妨 敏 機 嫌^せ齡賦持齡齡媒紙料^ ^ 酿 辦 欲̂ 破 慨 》用 ^ 缺 漱 哪 辦 嫩 撤 嫩  ■ v，• • ■ r. -* -t*

p 僻， i撕微辦这似絡雜鄉酿似;!^ ;-級货獅? 众猫做顧J?難•游•料挪
纖 總 紹 热 微 雜 逾 m m 热 奶 海 妨 泼 嫌 ，凝 ^ ^
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いても，かかる生産と消費の「照応j 関係が必耍.であることと，そ の 「照応」関係の維持のために 

は諸条件が必要であることを明示しているものといえる。

それゆえにまた，「均等的拡大西生産」は， 資本制的拡大苒生産の基本的傾向が， とれから乖離 

していくものであるとすれば，そこにいかなる問題があるのかということを理解するための理論的 

甚準を提示しているi いうことができるのである。

「均等的拡大再生産j を考察する意義はこの点にある。

最後に，念のために注意すれば，単純再生産の考察で注意したのと同じように， 「均等的拡大再 

生産」において，生産と消費の「照佑」関係が長期的に維持されているとしても，このととは，生 

産と消費の間に矛盾、が全く存在しないということを意味ずるわけでは決して汶い。労働者の消费の 

ために支払われるもの（v ) が，労働者のうみだした価値生産物（v + m )の一部分にしがすぎず，劳 

働者の消費総額の増大は，投下資本拡大によって追加労働力が庳用され•それらが剰余伽値生産の 

増大に利用斧れるかぎりにおいて突現ざれるという資本制生産固有め矛盾は，，そこにおいても一貫 

してつらぬかれているのである。生産が消費と「照応り関係を保マているという「均等的拡大再生 

産J も，賃労働関係の拡大した規模での再生產であることには変りはないのである。したがって， 

钜産が消費と「照応」しているということも，上のような資本制的制限をうけている消費に対して， 

生産が「照応」関係を保っているということであって，それ以上のものではない。

第 4 項 「I 部門の不均等的拡大」の構造

ぶ校、’が破織穷严卿徽股; ^ ^ 滞ぎ-端於漱咖观城ス，球 兩驟挪眾觸翻微^ ^ 卿-ご
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ついては，後に產業循環過程を対象とする章で考察する。

( I )

⑴ 《の率での「均等的拡大再生産」が展開しており，したがって「余剩生產手段j の r佘剩率j 

= 全体としての投下資本拡大率が《であるもとで， I 部門がn 部門を上廻る率で投下資本を拡大す 

t  (したがって，I 部門の拡大_ > « > n 部門の拡大率）とするならば， 第 2 項の(ロ)のように， 次年度に 

は .r余剩生產手段j の 1'余剰率」はより上畀することとなる。 「佘剩生産手段」の形成に直接た 

ずさわる I 部門に対して， 従来の投下資本9 部門構成比（ここでは《の率の「均等的拡大再生産j に料 

応する部門構成比)をこえる比率で「余剰生産手段j が 配 分 さ れ く 1^ ^ 1し 1 ^

1 部門の投下資本がn 部門を上廻る率で拡大し>，I 部門の部門構成比が上昇する :̂いう,ことは,従 

来のなよりも高い率で，全体の投下資本を拡大していく基礎を創出していくこととなるのである。

かかる I 部門の不均等的拡大= 1 部門の構成比の上昇がつづけば，「余剰生產手段J の 「余剩率j 

= 全体として,の投下資本拡大率はしだいに上昇していく。

(とくに, r余剰労働手段j にらいては，つぎの要因によっで，増加が加速されていく。すでに指 

摘したように，r余剰労働手段JW ifjは，I F 部門の拡大率と，gFの増大率とによって規定され 

る。第2項(ロ)の例の様に，「均等的拡大再生産j の行なわれていた状態からI 部門の不均等的拡大 

が生じた端初には，I F部門の拡大率が，全体の拡大率ニ gF増加率より高いことによって「余 

剰率」が上昇した。ただし，全体の拡大率自钵が牵々上昇をつづけていくならば, gF増加率は旧来 

の固定資本の年齢構成によって当分はいぜんとして《で墦加するので，ずとgFの差額をうめるた 

めの追加周定資本形成cF.は，g F増加率《はもちろんのこと，T ,fの増加率をこえて増加しなけ 

ればならなくなる。したがっそまた, I F部門が不均等的拡大を継続していけば，全体の拡大率自’ 
体が 6 F増加率よりしだいに高くなり， しかもI F 部門の拡大がこの全体の拡大率よりヨリー層：： 

高い率をつづけるニとになるのであるから，「余剰労働手段j の r余剰率j の上昇は如丨速されてい

く。ここには，IF部門とI r部門との部門間均衡が破られる要因もある。）
. ■- • . •

以上のように， I 部門<p不均等的拡大過程は，「余剰生産手段」の 「余剰率」==全体とレての投下 

資本拡大率をヨリ高めていく役割を演P るのであるが，以上のことは，逆からみれば，全体として 

の投下資本拡大率を高めるためには， I 部門の本均等的拡大が必要であるということでもある。

« の率で拡大する「均等的拡大苒生産」から，全体の投下資本を（《 + めの举で拡大しうるよう 

にす: ためには，（それがいずれの部Hの拡大率上昇にi るものであるがはともかくとして，また,それが各 

部門が均等，に (a + 0 )の率で拡大する「均等的拡大柯生産j へ移行するかどうかはともかく.として〉，各部門 

の举库物の構成はつぎのようにならなければならないo 

,IF. WiF=T.f(l + 10«)~T.cF + ジ T.(10f)

Ir. W ir ニ T.rOL +  ff) +^T.r

n  W n = 2 T .v -a T .(1 0 fr fr )+ T .c F  一外:(lO f+ r)
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すなわち，生産手段生産額の比重上昇，消費手段生産額の比重低下が必要である。また，生産手 

段のなかでもとくに労働手段Wif.の比重上昇が必要である。原材料 \ ^ i rは办の追加を必要とす 

るにすぎないが， 労働手段W ipにおいては， 長期的に機能するものに一括投資される の で ， 抑t 

=W lQ f)の追加を必要とするからである。労 働 手 段 の 增 加 す バ き 率 p は， 原材料 

の増加すべき率= フ^ ^ • よりもヨリ高い。 そして， 全体の投下資本の拔大率を<?だけ高めるた 

めに， I-部門.とくに正部門はクよりはるかに上廻る率で投下資本を追加的に増大する必要があ 

る。Wif，W irを 10付，d r だけ増大するには，I F 部 門 で は の 追 加 投 資 を ， Ir

部P1では '处 の 追 加 投 資 を 必 被 と す る か ら で あ る 。

以上のベたところからも明らかなように， I 部門の不均等的拡大め過程は，そこで部門間均衡が 

みたされているとすれば， 単に I 部門の拡大率がU部門より高いというごとだけではなく， i p 部 

門の拡大率が I r 部門よりも高いということをふくんでいる。また， IF • l r 部門の生産物のうちで 

も， I 部門用生産手段となる部分（c + m c )の方が, n 部門用生産手段となる部分(v + m v + m k ) よ 

りもヨリ急速に拡大していることになる。 . .

(部門間均衡が維持されているとすれば，上のような関係が成立している，あるいは，部門間均衡を維持する 

ためには，上のような関係が成立していなければならない，ということである。）（後の第3 表を参照)。

⑵以上 の よ 、うに， I 部門の不均等的拡大過程は， 「余剰生產手段』の 「余剰率』を上昇せしめ

るのであるか，このことは，従来よりもヨリ高い拡大率の1■均等的拡大再生産」を実現していく可

響準を創出していったということを意味するものである。a の率め「均等的拡大再生産」の展開の

後に，I 部門の不均等的拡大を通じて，「余剰生産手段」の r佘剩率」が （a + め へと上昇したとす

るならば，このことは，その時点における部門構成—— I 部門 • とぐに I F 部門の比重が従前より

上昇した部門構离のもとで，{aキf f )の率で拡大する「均等的拡大再生産」を実現していく可能

性が作りだされたことを意味するのである。すでに第3 項⑵でのべたように，有機的構成等を一定

とすれば，「均等的拡大洱生産」の部門構成はその均等的拡大率の高さに よ っ て左右さ れ , 拡大率

が咼ければ高いほどその「均等的拡大苒生産」の部門構成は， j 部 門 • とくに i p 部門の比重の高

いものとならねは*ならないのであるが， I 部門の不均等的拡大はこのための可能性を作る役割を演 

じたわけである。

I 部門がn 部門よりもヨリ急速に投下資本を拡大していき， I 部門のなかでも， i p 部門がとく 

に急速に拡大し，また, IF, I r 部門においても，I 部門用生座•手段部分（c+mc) の方が， n 部門用 

生途手段部分（v + m v + m k )よりもヨリ急速に拡大していったのであるが，このことは，つぎのよ■ 
うな可能性をふくんでいる。 .

それまで急速に投下資本を拡大していった；̂  I r 部門は，その不均等的拡大を通じて/ その •後，

一 —. 60 -——  •
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I 部門用生産手段= I(c+m C) 部分をも， n 部門用坐產手段:=I(v +mv+mk)部分をも，年々（《+ の 

の率で拡大してぃく可能浊をもつにぃたった。いぃかえれば，IF, Ir.部丨《3は不均等な高ぃ率の拡大 

をやめ,拡大率を (《+ のにまで引下げ，（(c+m0部分の比重の低-ド)，. n 部門用生産手段にむけられ 

る(v + m v + m k )部分の比重を上界させると， n 部門の方をも年々（a + めの率で拡大させてぃぐよ 

ぅn 部門用生産手段を供給してぃくことができるように年った。したがってこれと対応して，n 部門 

が投下資本増加分= 新投資の増加率を急激に高め， その後年々 (a + のの率で投下資本を拡大させ 

ていくことが对能となったのである。つまり， IF, Ir n 部門いずれもが， その後年々' (a+0) の 

率で投下資本を拡大してぃぐ可能性が生じたのである。この場合，i f ，I r 部門では，投下資本拡大 

率，蓄積率が低下するが, それによって増大した她部分のすべてを消費に廻すならば，消費も全 

体として (a十めで拡大することとなる。 .

再生産表式分析におぃて， I 部門の投卞資本妈大率の変化に応じて， I(c + mc)= I 部門用生産手 

段となる部分と， I (v +  m v + m k )-D 部門用生産手段となる部分とが容易に変化するときれている\  

のは， I 部門の生産する生産手® において， I 部|»j用生産手段とn 部門用生産手段とが，相互に転 

用可能でちるとぃうことを前提としてぃる。 (.事実/ 各寧動力，燃料，工場の場合は， かかること 

が一般的にみられるし，あるいは乗用車等の機械器具類の耐久消費財の場合にも。 I 部門•と共通す - 

る生產手段が用いられる ことが少なくない。）

しかしながら， I 部門用生産手段とn 部門用生產丰段とが質的に異なるものであって，相互転用 

が不可能であるとすれば，後の第 3 表のよ4 考える必要がある。との場合には，I 部門の不均等的 

拡大再生産の後にr ヨリ高率での「均等的拡大苒生産」へ移行する可能性はつぎのようなものである„

( もつとも， この場合も， I(i)F, I(i)r.部門の生産するI 部門用生産手段につぃては，I(I)F, I(!)r 

部門用のもの=  (I(i)F. I ( i ) r 部 門 の c+mc) i ,  I (n )P ,I (n )r部門用のもの= (I(i>F, I(i)r部門の 

v +  mv+ mk) とが共通していて，転用可能であると前提する。このような邰門は必らず存在するし， 、 

存在しなければならなぃ。.）

I(i)F，I d ) r 部門が，投下資本拡大率を下げ，I(i)P, I ( i ) r 部門用生産手段（c + m c )の比重低下，

I(n)F, I (n )r部門用巫産手段（v +  mv +  m k )め比重上昇をはかり，これと対応して, I(n)F, I (n )r部 

' 門が投下夤本拡大率を高上の ’ように急速に増大したI(n)F, I ( n ) r 部門用生産手段を吸収して 

いく, そして，この I(n)F, I (n )r部門の投下資本拡大率の上昇によるn 部門用举產手段の坐産拡大 

が実現した〉えで， それに対応して, n 部門が投下資本拡大率を上昇させ， I(n)F,, I ( n ) r部 門 の . 

拡大の成果を吸収していく……という形をとることとなる。

もちろん， I 部門の不均等的拡大過程が, ヨリ高ぃ率での「均等的拡大再生産j の可能性をうみ 

だすとぃっても/ それはあくまでも単なる可能性にすぎないのであって， I 部門の不均等的拡大過 

程のなかに’...「均等的拡大再坐産」. への移行をう.みだ.して.い.く.内的メ:力ニ_ズAがあるわけでは決して

ない。 へ . ' ' . … . . へ，' . •

すでに指摘したとおり，ヨ I)高い率での「均筆的拡大再生産」へと移行してぃくためには,移行
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にあたり，n 部門が投下資本増加分:- 新投資分の増加率を，I 部門のそれを上迴るように急上昇させ， 

投下資本拡大率を（《+ のに引上げ，その後年々（な+ めの拡大率を維持していかねばならない。こ 

の n 部門の新投資の急上昇によってはじめて， I 部門はそれ迄に拡大した生産能力のョリ大なる部 

分をn 部門用生産手段の生産にあてることとなり， I 部門の投下資本拡大率の低下ニI 部門用生産 

竽段の生産の比童の低下，を行なっても， I 部門め生産物の販売困難におちいることはないのであ 

る。また，これとともに， I 部門セは，投下資本拡大率の低下によって増大するm kのすべてを， 

その後消費手段の購入にまわさねばならないのであって，.これがなければ，新投資を急激に増加さ 

せたII部門の生産物の販売は困難となる。

以上のような条件がみたされた場合においてのみ， I 部門め不均等的拡大は，部門間均衡を維持 

しつつ，「均等的拡大洱生產』 へ移行することができるのである。 そのような移行が実現すれば'， 

その後は投下資本拡大率の上昇は終り，前項でみたように, 各部門の生産も消費もともに(《+ めで

拡大していくこととなる。 •
. ■ - 

■ . ■ . ’ . ■ • ■
( 3 ) しかしながら，資本制生産においては， I 部門の不均等的拡大の進展過程それ自体のなかに，

「均等的拡大再生産j への移行を実現していく内的メカニズムは存在していない。この内容は， I

部門の不均等的拡大の運動過程それ自体を検討する後章での考察によってョリ明らかにしなければ

ならないが，ここでは簡単につぎの点だけを指摘しておく。

第一に，不均等的拡大が進展した後に，増大したI 部門の生産能力の成果を， n 部門の新投資の

急上昇によって吸収していき，（I 部門におけるn 部門用生産手段生產=I(v+mv+mk)の比重の上昇) ， I

部門の不均等的拡大に終止符をうっていくような動きは,.消費市場の方からは決してうまれてはこ

ない《，労働者の雇用総量 . 消費総量 T .(v + m v )の方は，有機的構成等が同一不変であれば，全体

め投下資本拡大率に比例するから， I 部門の不均等的拡大にお’ける全体の投下資本拡大率の上昇に

ともない，その増加率も上昇する。他方，資本家的消費m kの方は, 絶対的には増大するが，蓄積

率の上昇によって，その増加率は全体の投下資本拡大率を下廻る。したがって，消費総量は絶対的

忆は累積的な増加をするし，その増加率が上昇する可能性も強いが，増加率自体は全体の投下資本

拡大率をいくらか下廻ることとなる。それゆえ，消費増加量ののび率が，全体の新投資の増加率を

上廻るよう丨こなること’一~ れによって， D部門の新投資の増加率を全体の乎均以上に上昇させる

ことは決してありえない。 \

もちろん，消費の拡大傾向が上のようなものであっても, I I 部門の投下資本拡大がそれを上廻っ 

てすすむことは資本制的競争のもとでは大いにありうる。 しかしながら, 一般に， n 部門の投下資 

本拡大率の上昇は，その上昇に対応したI 部丨“丨• とくに I F 部門の不均等的拡大にとどまらず，そ 

れを契機として，その上界の必要とする以上のI 部n の不均等的拡大を刺戟• 促進していく。 I 部
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門の不均等的彼大過程においても， n 部門の投下資本の拡大率の上昇が坐ずれば, それは， I 部門 

の高い拡大率の持続 . あるいはヨリー層の上昇を促す作用を聚す。 し た が っ I 部門の不均等的 

拡大の進展過程においては， 「佘剩生産手段」の r余剰率」の上昇， n 部門の拡大率の上界, I 部 

門の拡大率のヨリー層の上昇，……が相互刺戟的にすすんでいきv こうしたなかで， i .  n 部門と 

もに，拡大率を上昇させつつ， I 部門め不均等的拡大が展開していぐというのが一般的傾向である。

それゆえ， n 部門の新投資の増加率が急上昇したのに対応して， I 部門の新投資の増加率が反対 

に下落し， I 部門の不均等的拡大が終るようになるということは，きわめて偶然的なことといわね 

ばならない。 ’ ’

もっとも， n 部門で急速な拡大率上昇ギあるとすると， 「余剰生産手段」のうち従前よりも高率

の部分がn 部門用にむけられ, I 部門は，一時的には，生産手段の不足によって，低い拡大率を杂

, 儀なくされるということはある。 しかし，かかる_ 態が一時的に出現するとすれば，これはI 部門
• -  ....

. の投下資本拡大率の上昇を強く促進するので， I 部門の不均等的拡大があらたな強い促進力のもと

に展開していくこととなろう  ̂ ■
• . . ' . ' パ. .ぐ . . - . . ,

他方，投資の条件の恶化により, I 部門の新投資の増加率が大幅の下落を余儀なくされるといぅ 

状態を考えるならば，そのような状態6 もとで， n 部門の方が新投資の増加率を急激に上畀させ，

I 部門の生産のうち， I 部門用生産手段の比重の大幅低T を, n 部門用生産手段の比重の上昇によ 

ってうめあわせていくようになるどいうのも, きわめて偶然的といわねばならない。また，こ の よ ! 

うに投資の条件の悪化によってI 部門の拡大率が下落した条# 下で, そ れ に よ っ て が - 加し，

そのすべてが消費増大となり， 飯大するn 部mの生産物を吸収していくということ（これは「均等 

的拡大再生産j への移行の一つの条件である）も，現実性はきわめ't 乏しい。 こと>ことは，かかる状態 

のもとでn 部門め新投資の急激な上’界が- じる可能性がきわめて少ない理由の一^^でもあるd 

このように考えると，I 部門め不均等油拡大過程は，従来よりヨリ高い率の「均等的拡大再生産丄 

へ移行していく可能性をうみだすものであっ*t も，その移行を実現していぐメカニズムは資本制生 

座のもとでは存在していないといわなければならない。

なお, ついでながら補足すれば，以上のぺたことは,社会主義的計画経済のもとでは， ヨリ高率 

で の 「均等的拡大再生産」•を実現していくために,命もって一定期to, I 部門の不均等的拡大を行な 

^、，そめ莲礎上に，ヨリ高率での「均_ 的拡大亩生産」へ移行することができるということ， ある 

いはまた，計画の誤りによって， I 部門の不均等的拡大が生じた場合にも， これを利用して,「均 

等的拡大再生産」へ移行させていくことが可能であること，を示唆している。

. .  . ( n >

資本制生産においては， I 部門め木均等的拡大過程を「均等的拡大再生産j へ移行していぐメガ 

« ズムが存在していないというばかりか, 反対に, I 部門が, 「均等的拡大洱生産」への移行の方

*—  63 — ..
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向を欠いたまま，不均等的拡大を展開していぐよう刺戟，促進する諸要因が存在している。このく

わしい内容は，不均等的拡大の運動を考察する後の章にゆずり，’ ことでは，再生産表式分析の領域'

内の問題にがぎって, I 部門の不変資本の流通の特質のながに, I 部門がn 部門や消費の状態から

相対的に独立して，’不均等的拡大をつづけていきうる塞盤のあることを指摘ずることとする。

⑴ 03部門においては，不变資本n (c + m c )の流逋は, n 部門r よる生產手段の購入と， i 部門

による消費手段の購入との対Jteとして行なわれる。 n(c+mc)；f=±I(v+mv+liik)
, ■ 

n 部門においては，投下資本を拡大するためにm eが増大すれば， II部門による生産手段の追加

購入に対して， I 部門によるme r あたるだけの消費手段の購入増加が対ぬしなければならない。

さらに，m e部分だけの投下不変資本O拡大は，次年度匕はn . c 部分の增加をもたらすが，これは

I 部門に対して販売されるべき消費手段め増加を意味するので, この而からも, I 部門による消費

手段購入の増大が必要となる。 * '

以上のことは， n 部H の投資拡大が，最終消費需要と直接関係をもってV、ること，しだがって，

n 部門の投資拡大の行動が消費の状態によって規制される関係が直接的であることを意味する。
. .  . . . . . . . '  . : : : . : .

( 2 ) これに反し, I 部門の不変資本(c+ m c)の流通は, I 部門内部における転態一 I 部門Q諸 

資本相互間でのI 部門用生産手段とI 部門用生産手段との栢互交換， （ただし自らが生産した生産手:段 

を，自企業の生産過麁で用いる場合をふくむ)一 で あ る 。 ，

ここでは，投下資本拡大のために，1_邮が増大すると,それは直接自部門に対する需要を拡木す 

るのであって， この Ijincの転態は， I 部門内の諸資本が拡大のためにI 部門用生産手段の相互交 

換を増大すること（自らの生産した生産手段を， 自企業の拡大に用いる場合もふくむ）によって解決する。 

また，投下資本拡大によって次年度の I.Cが増大するとしても, ここでは，しは I 部門用生産手段 

の形態をとっているので， I 部門内の諸資本が追加的固定資本形成C Fを急速に増加し， I 部H用 

生產手段の相互交換（自企業での利用ふくむ）が増大していけば解決するわけである。

以上のように，I (c+m c)の転態はn 部門とは直接関係をもつことなしに， I 部門内部でのみ行な 

われるから， I 部門の投下資本の拡大• その率の上昇においては, 自部門内部で，諸資本が投下資 

本の拡大によって， I 部門用生産手段の相互交換を増大していけば, I(c+inc) の転態は解決されう 

るのである。この点は， n 部門の不変資本の流通と決定的に異なるところであり，ここに， I 部門 

が，n 部門との関係 • 消費との関係から独立して，独自に不均等的拡大を展搠していく基盤がある《

. ；. .

( 3 ) ところで，上の不均等的拡大の鉴盤については，上にみた I(c+m c)の部分が， n 部門用生 

產手段となる I (v + m v + m k )の部分といか，る閼係にあるかという点を考察する必獎がある。

なぜなら, I (v + m v + m k )の部分は, I  ♦ n 部門間で転態されねばならないので，I 部門の不均等

。ホ J ''I '
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的掀大にともなってこの部分が増加する程度に応じて， n 部による生産手段の購入増大が対応し

なければならない。したがって，I 部門の不均等的拡大過程におけるI(c+ m c)と I(v+mv+mk) と

の関連を明らかにすることは， I 部門内部でのI(c+m o)の転態が， I(v + m v + m k )部分のn 部門

との間の転態によって規制される問題を考えるうえに不可欠である。

この問題について従来一般に行なわれてきた説明はつぎのようなものである。—— I(c+mc) の流

通が自部門内転態として，n 部門と直接の関連なしに行なわれるところに I 部門の拡大が消費か

ら相対的に独立して行なわれうる根鹎がある。しかし；I(v + m v + m k )はn 部門との間で転態きれ

ねばならないし，I (c + m c )と I(v + m v + m k )との比率は任意に変更できない•与えられた大いさ

である。それゆえ， I 部門の拡大も I(v'+mv + m k )= n (c+ m c)を通じて，n 部門fc.よってM た

がって消費によって間接的に規制をうけるわけである。（あるいは，この説明と関連して, ' o ぎのように

もいわれている。） I 部 門 は I (c + m c )の自部門内転態によって， n 部門との関係から独立して拡大

しうるが， しかしI 部門の投資拡大が， 「建設期間j をへて生産手段の生産•，供給の増大を結果す

るにいたると， I(y+m v+m k)= n (c+ m c)の条件を通じて， 不均衡 I(v+m v+m k)>n(c+m c〉,

坐產過剰⑴部鬥用生産手段の過剰）が生ぜざる,を得ない, 一 と 。

しかしながら，かかる一般の説明には，きわめて曖昧な点とそれにともなう誤りがふくまれてい

る。従来の説明でゆ, その不明確さゆえはっきりはしないが， I (c + m c )と I(v+m v+m k) との関

係が任意に変更できない•与えられたものであるということとともに，その比率が生産力一定のもと’

では一定であるという考えがあったように思われる。こういう考えがあるからこそ， I 部門の拡大 
  ( 6 )

は，「建設期間」の後に生産物供給の増大とともに，I(y+ m v+ m k )の増大をもたらし，I (v+m v+  

m k » n (c + m c )を通じて， I 部門の拡大が規制されることになるという考えもでてくるのである。

だが，もし，拡大再生産において， I(c+ m c)と I(v+ m v+ m k )の比率が一定であり， I 部鬥の 

拡大による生產物増大に比例してI (v + m v + m k )が増大するというのであれば， I 部門の不均等 

的拡大の独立性が維持されるのは， I 部門の投下資本拡大から,投下資本拡大によって増大した生 

産物.= 生産手段が実際に市場に供給されるまでの期間•すなわち「建設期間」にあるというこi にな 

ろう。 したがってまた， I 部門の不均等的拡大の問題ぼ，I(v+m v+m k)>n(c+m c) という部門間

不均衡として把えられる問題—— ただし「建設期間j によって一時隠蔽されている問題であるとV
•   ；—     : ——  /
注（6 ) —般に， I 部門の不変資本の流通の特殊性にもとづく， I 部門の独自的発展という説明については, 単純W

生産の場合のI c を例として説明される。

しかしながら，本節の第1切でみたとおり，取純西生產においては， I c と I (v + m )との関係は，有機的構

成と剰余価値率とトこよって一義的に与えられており，唯一不変の比率を保っている。また, I  • II部鬥の部門

構成も，有機的構成等が一定であれば，それらに照応する唯一不変のものであった。

' したがって, 準純砰虫座の場合のIcの問題と，拡大洱生産におけるI(c+mc)の問興とでは,内容的な大き 

な相遠があるのであるが，一般の説明では， こめ点には全く注意されずに，举純15生産の場合に例をとって説 

明が行なわれている。 とのことは，.Icと I('r+m) との関係が動かないことが部們問均衡の維持のために必袈 

であるという考えが，（不明確な形をとって）生じてきた越礎になっていると思われる。
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ぐ うことになろう。

パ. 「建設期間」の長期性は， 一般に I 部門において強くみられるものであ丨入この1"建設期間j •は，

.* 1 部門の不均等的拡大を倍加するうえにきわめてat喪な役割を果す。 しかし,これを導入するまえ

に， 1部門の不変資本の流通の特殊性をめぐるI 部門の不均等的拡大の蕋盤の構造が明らかにされ 

"；; るべきである。

.!ベ;-v..，..i ■ ■ .

C  ( 4 ) しかしながら，すでに明らかにしてきたように，有機的構成等が一定不変であるとしても，

' I(c+mc)土 I 部門用生産手段とI(v+m v+m k)=II部門用生産手段との比率は決して一定ではない。 .

丨 有機的構成等が一定であれば， c：v:m (f:r：v ：m )や， cF+mF:mr:mvは} 一定不変である。

ぃ ； し か し ，— I 部 H め m F ^ a F — cF=10af— cF, mr^ar, mv=«v, m k — m — a(10f+r+v)+cF であ

'!m j る の で ， 投 下 資 本 fev大 率 a の 尚 さ い か ん に よ っ て I(c.+rftc)=I(f+i*+mF+mr) h . I(v4-mv + mk)

し’丨 との比率は異なる。「余剰生産手段j の 「余剰率」が与えられているとすると，I 部門の拡大率が高

S -!； ければ咼いだけ，いいかえれば， I 部門がn 部門にくらべてヨリ高.い率で拡大すればす る だけ， I

1:; f 部門内で転態される1(c+mc)=  I 部門用生産手段がI,部門の生産物総額中にしめる比重は高くなる‘ 
このような関係が存在するからこそ， n 部門の拡大率がI 部門より下廻っている状態がつづいて

I
H  . いても，I 部門において高率での拡大がつづき，増大する「余剰生産手段」のうちu 部門で利用され

V'1 る部分を控除した残余の「余剩生產手段」をすベてI 部門で吸収していくことができるかぎり, . I

丨 部門は嘐，—亨寧穹瓌卜つつ , 不均等的拡大をつづけることができるのである。

； 以上のことは， I • n 部門の生産のすべてが迂回的な関係にあるのではないということとも関速

, : : .している。もし生産がすべて迂回的な関係をもってn 部門の生産に結びついていくものであるとす 

；,- れば，部門間均衡のためには, I 部門用生產手段I(c + m c )の拡大と， n 部門用生産手段 i ( v + mv :

リ +mk)の生産の拡大とが比例していき， それに比例じてn 部門の生産が拡大しセいくという関係が

丨 必要である。 したがってI 部門が不均等的拡大をとげれば, 「建設期間」の後に生産手段の供給が

ム 増大してく.るとと.もに，.:.部門間不均衡が生じるということにもなろう。

しかしながら， 第 3 表にみるように， I 部門の一部には, 必ら十 I 部門内部で（c+mc) ニ(f+ r  

■し ， +mF+mr) を相互に転態しあう部分が存在する の で ある。 第 3 表 の I⑴F 部門の f+m F (工作機 

，: ：し 械生産部門において，丨自ら作った工作機械を労働手段として用いる場合等)， Iw r 部門の ！*+mr (鉄鋼生産

部門において，内部で発生した屑鉄やガス等を利,川したり，同じく I(i)r部門の生産,物である石炭•石油を購入 

'ぃ する場合等)， I(i ) P 部門と I⑴r 部門との問でのI⑴F(r-l-mr)：rニ之I(i)r(f + m F ) (鉄雜1IH勞働手段と鉄

• : , 銅製品と9 交換，あるいは鉄鋼用工場速設と鉄鋼製品との交換，等）はいずれも ， それかしめしている。

したかって，生產物がすべてn 部門へ販売されるhwF, I(n)r部H では, その拡大率は，n 部 門 •

‘ ' のそれによって直接规制されざるをえない関係にあるのに反し, I 部門用生産手段を坐産するI(I)F,
ぃ : . Iw r部門にあっては，投下资本の拡大は，これら部門の市場を直接拡大しあい，これら部門の投下 

‘ < « Go ——. *
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資本拡大率が高まれば高まるだけ，これら部門の生産物中にしめる（f+r+m F +m r) の比重がヒ界 

していくという関係が支配しているのである。 そして， このI 部門用生産手段を生産するI⑴F 

IWr部門こそが，旺盛なる投下資本の拡大を通じて， I 部門の不均等的拡大を維持.促進してぃく 

中軸をなすものなのである。

第 3 表 I 部門•(細分割）の不変資本流通の特殊性

注. 第 3 表では，見やすくするため，f+ r + v十……の+ 記号を省略してある。

I 部門の不変資本流通の特殊性は，I(DF 部門と IWr 部門を中心にあらわれている。

I(D r部門は，各 I 部門に原材料（燃料ふくむ）を提供するもので，たとえば，鉄，石 汕 （石油化学原料ふくむ)，石 

炭，霜力等に代宇させることができる傲，石汕等の生産部門は， I (n〉r部門， あるいはさらにn 部尸】をかねてい 

るので:あるが，ここではこうした点は問わない。） •
I w F 部門は，杏 I 部鬥に労働手段を提供するもので，工作機械，各種産業機械，工場妞築等である4
I ® F 部門と I⑴r 部門との間の（r + m r )と （f + m F )との交換は，鉄鋼会社より機械‘ 建築会社への原料= 鉄錮

製品の販売と，逆の関係における鉄鋼関係機械• 工場の販売と考えればよい：

I(i>F部門の （f + m F )の自部門内転態は，囟企架の作った工作機械を用いる場合，機械会社と建築会社と.の問での 

建設機械と工場の売買等を考えればよい。

Iwi• 部門の（r + m r )の自部門内転態は，鉄鋼会社で自ら発生Lた屑鉄•やガス等を利用したり，石炭•石油を賭入 

する場合，爾カ会社で発甯用石油を購入したり，自ら発窀した電力をダム揚水に利用する場合等を考えれぱよい。

■■ '

(m)

( 1 ) 以上でみたように, 資本制生產においては， I 部門の不均等的披大が「均等的拡大再生産」 

へ移行することなしに，展開していくs 盤があるのであるが，この不均等的拡大の展開過程におい 

ては， I 部門の生産は, 消費との「照応」関係を保つことなく，消費との関連から相対的に独立し 

て， I 部門の拡大のためのI 部門の拡大という内容をもって独自の拡大をとげていくこととなる„ 

もちろん，资本制生産であるかぎり，生産の掀大が消費の拡大を因的として,.消費の拡大に「照 

応」するべく行なわれることはありえ.ないo 前項でみた「均等的拡大苒生產」においても，消费を 

年々《の率で拡大させるために，各部門の生産が年々《の率で拡大したのではなくて,生産の姑大

一— 67 — 一



を通じて，拡大した消費が，結果的に生産に r照応」するという関係にあったのである。

..しかしなから， I 部の不均等的拡大の展開過程にあっては，' この不均等的拡大が消費をヨリ高 

い率で拡大させるために行なわれているのでないことはもちろんのこと，そこでは，結來的に，生 

産が，生産の拡大を通じて拡大した消費と「照芯」することになるという関係も存在しないのであ 

る。 .

I 部門の不均等的拡大過程について，生産の拡大が消費の拡大と「照応』 しているといいうるの 

は，従来より高率の(び+.め の 「均等的拡大苒生産J への移行が実現されていく場合のみで'あって， 

そこにおいてのみ， I 部門の不均等的拡大をふくむあらゆる坐産の拡大は，一定の経過を通じてで 

はあるが，消費の拡大と「照応」する関係にあったということができる。そこにおいてのみ， I 部 

門の不均等的拡大は， n 部門用生産手段の拡大率の（a + のへの上昇 , n 部門の拡大率の（a + の

への上得，：消贤自体の拡大率の（a + め への上异----- へと結実していぐものとして，'このように敗

大率の上抨する消费との関連において，拡大したものであるといえるのである。

これに反し，（a + の の 「均等的拡大-再生産」へ移行することがないとすれば，そこでは，急速に 

拡大したI 部門は，上のように， n 部門の拡大率上昇，消費の拡大傘上昇へと結美していくものと 

して，それらとの関連において拡大したのでは決じてない。事実， I 部門の不均等的拡大の成果は, 

いぜんとしてつづく I 部門の（か+ のをさらに上廻る率での拡大のために利用されていくのである 

から，ここでは不均等的拡大はI 部門の拡大のためのI 部門の拡大という内容をもっているといわ. 

ねばならない。 …

したがって，ここでは， I 部門の生産の拡大と消費の拡大とは.「照応J 関係をもっていないし，

I 部門の拡大は，消費 :̂の関連においては「過度」に拡大されたものであるといわねばならない。

もっとも，かかる I 部門の不均等的拡大過程において，消費の拡大率の上畀があるとすれば,そ 

のかぎりで， I 部門の不均等的拡大の一部は，この消費の拡大率上畀へと結実していったといえる. 

のであるが。

なお，ここ.セは部門間均衡も，自部門転態部分における均衡も保たれていると前提している 

ので， n 部門の生産規模とその拡大は，消費の規模とその拡大と等しいとされている。 したが. 

って，ここでは， I 部門の拡大が消費の拡大と「不照応」である，消费との関述では「過度丄 

に拡大されている… 占いうことは，いずれもn 部門の消费手段生産との関連における「不照

応 '過度」であるということとなる。
■ ■ ■ . • . ! ■.

. ， .

以上の「不照応」，「過肢j という内容をいま少し説叨するとつぎのようになろう。

⑴ (ィ） まず，不均等的拡夭の展開する過裎におけるいくつかめ時点をとって，それぞれの時点に 

おける r余剰生産手段j の r余剰率」をもとめる。，それそ:れめ「余剰率j は，その率でf均等的 

拡大！1生産j を行ないうる可能性，したがってまた消費の拡大しうる率の可能性をしめし，そのh
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間における r余乗!}率」の上昇は，I 部門の不均等的拡大を通じて，可能的な「均等的拡大苒生産」 

の拡大率 • したがって可能的な消费の拡大率が上昇したことをしめす。

(ロ） つぎにそれぞれの時点で，もしその「余剰率」で の 「均等的拡大西生産」へ移行するとしたら， 

移行のために， I • n 部門はどれだけずつの新投資を行なうべきか，またこの移行によって消费 

はどれだけ拡大することになるかをもとめる。移行め後は，年々各部門も消费もともに「余剰率j 

の拡大率をもって拡大していくことになる。これらは> それぞれの時点で， I 部門の拡大が消費 

の拡大と「照応j 関係をもつようになっズいく方向をしめしている。 したがって，これからの乖 

離は， I 部門の拡大と消費の拡大との「不照ぬをしめす基準となるe

のそれぞれの時点について，上の莲準にもとづいて，I 部門の新投資額と投下資本拡大率の上方 

への乖離， n 部門の新投資額と投下資本拡大率の下方への乖離，消費の増加額とその増加率の下 

方への乖離，（ここでは, それはn 部門の生産額の増加額とその拡大率の下方への乖離とひとし 

い）をもとめる。

もし, 諸時点の経過する間において，消費の拡大率が一定であったとすると，一— その場合はI 

部門の新投資規模と投下資本拡大率の上方への难離はともにますます拡大していっているが"一  

ここにおいては, i 部門の不均等的拡大は, 「余剰率」の上昇をもたらしたにもかかわらず，そ 

の成果はすべ'1 1 部門の拡大のための拡大， I 部門の拡大奉の上昇にあてられ,消費の方へは全 

実しヤいかなかったことになる。 ,

もし，その間において，消費の拡大率が、上昇したとすれば，消費の拡大率の上昇は，不均等的拡 

大な！̂こは不对能なのであるから，不均等的拡大の一部は，これに結実していったわけであるが, 

その他の部分は， I 部門の拡大のための拡大にむけられている。

上k：のべた基準より6 上下への乘離の推移は， こうした関係の推移をしめしている。ぐの乘離 

の推移は，不均等的拡大による「余剰率」の上昇の程度と，消費の拡大率_h昇め程度によって規 

制される。I 部門6 拡大率の上方への乖離の幅• 消費の拡大率の下方への乖離の幅が増大したか， 

一定セあるか，縮小したか，によって，不均等的拡大の成果がどのような比率でI 部門の拡大の 

ためと消費の姑大率上昇とに令けられていったのか，それを通じてI 部門の拡大と消費との「不 

照応j の度合いが深化したのか，緩和されたのかが理解される。

なお, I 部門の拡大率の上方への乖離の幅が同じであっても. たとえそれが縮小したとしても, 

姑大再生產規模の拡大, 全体の拡大率の上昇のもとで， I 部門の新投資辑横の上方への乖離が量 

的に増大をつづけていくことは大いにありうるし，この場合には， I 部鬥が消費と r不照応j に 

拡大をつづけるということがいぜん問題性をふかめているといわねばならない。

⑵ と こ ろ で ，以上の考察は， それぞれの時点におけるI 部捫の拡大が， 消赀との関連において 

「過度j に行な;b れていることについて， 一定の示唆をあたえるが， こ の 「過度/なる程度とそ 

の推移をしるためには，づぎのような考察がョリ適切であろう。 '

(イ） 本節の考察を通じて_ らかなように，われわれは，有機的構成等が一定のもとで，ある一矩 

の規模と一定の拡天率をもった消费ニ消赀手段の生産を実現していくためにほ, I  • II部門にお 

いてどれだけの資本が投下され，どれだけの生産が行なわれるべきかということを逆算でき；̂

, ， ‘ _ ■一.-，. o9 ,
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それぞれの時点におけ名消費の規換と拡大率について，それぞれの消費= 消费手段の生產の規 

摸と拡大率を実現していくために必要なI 部!^の投下資本と生産の規模をもとめる。それらを連 

結していけば. この過程における消費の規模と拡大を実現していくために必要なj 部門の投下资 

本とその拡大の程度がしめされる。

(ロ） つぎに* それぞれの時点において， 1部門の投下資本が上の基準からどれだけ上方へ乖離し 

ているかをもとめると，この乖離の幅とその推移は， I 部門の投下資本の拡大が，涫費との関連 

において「過度」に行なわれている程度とその推移をしめすこととなる。

この推移は，もちろん，⑴の方法で考察した乖離の推移と同様の動きをしめすこととなる。

( 2 ) 最後に強調しなければならないのは， I 部門の生産の拡大が消費と「)语応」することなしに， 

消費との関連においては. 「過度」にすすんでいくという以上め問題について，価格メカニズムによ 

令- 整機能が全く無力であるということである。

すでにしばしば注意したように，本項ではいわゆる部門間均衡はつ ね に み たされていると前提し 

ており，本項でとりあげた問題は， I 部門が，部門間均衡を維持してはいるが，しかしながら消費 

との_ 連に•おいt 「過度」 iこ拡大していくという問題である。 （理論的に，部門間均衡を前提とすると

いうことは， I • n部門間で「価値 . 半産価格」どおりの交換が行なわれ， 資本の苟們間移動の生じる’余地の 

ないことを前提することになる。 したがって， 部門間均衡の前提のもとで生じ蚤問題については，本来価格メ 

力ニズムによる資本の部門間移動の調節が効力をもたないということになる。）

したがって，ここでの問題は，部門間不均衡の破壊I(v +m v+m k)>n(e+m e) という内容とし 

て現われるとこ5 の I 部門の過度なる拡大:一 いわば I 部門の不均衡的不均等拡大の問題をふくん 

ではいないし，それとは明確に区別されるべきものとして展開されて い る a

もちろん，後K：考察するように，ここでとりあげたI 部門の不均等的拡大は， その展開を通じ 

て，I (v + m y+ m k )> n (c+ m c)をふくむにいたる傾向が強い。 しかしながら，I 部門の不均等的拡 

大について重要なことは，それが決してただちにI(v+m v+m k)>li(c+nic) という部門間不均衡 

をもたらすのではないこと, したがって， I • II部門間の利潤率の格差による資本の部間移動を 

通じて，このI 部門の不均等的拡大を緩和するわけではないということである。 むしろ反対に（本 

項の考察の示唆するように)，ある期間にわたってはI 部門における旺盛なる投資需要に支えられて，

I 部門の利潤率はn 部門以上への上昇傾向をしめし，価格メ力ニズムはI 部門の不均等的拡大を刺 

戟 • 促進する方向に作用するのである。（この点，後にくわしく考察する。）このように， I 部門が消費 

と の 「照応j 関係を破って . • '過度j に拡大していくという不均等的拡大が， 価格メカニズ:ムによ 

って調節をうけることなしに，むしろ.反って刺戟 • 促進されていくものであるということは，充分 

注意されなければならないd 

以上みてきたI 部門の不均等的拡大がいつ.まで継続し，いかなる限界によって終止•符がうたれる 

のか, この継続• 限界を规宠するのはいかなる諸条件か…..‘ $ れらについては項をあらためて検討

敗抑』嫌抓m ■別嬲派卿想卿酬變卿 !现灿酬m !Btw，iw iw aw w _.
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をすすめる。

, , . .

すでに指摘したように，富塚良三氏は，「均衡蓄積軌道j (本稿の「均等的拡大再生産」にあたる）

を提起され，これを理論的基难とすることによってはじめて，「第 I 部門の自立的発展』 の 「自立性」 

，のゆえん，r過剰蓄稹」の 「過剰」たるゆえんが明ちかになるとされた。

. 筆者はこの富琮氏の功績を高く評価するのであるが，Lかし，「均衡蓄積軌道」を理論的基準とし 

た富塚氏のr第 I 部門の|?丨立的発展」 •■「過剰蓄積」の分析については，多くの点で同意できない。

ここでは， 「第 I 部門の自立的発展丄の把え方自体についての問題のみを指摘することとし，「第 

I 部門の包立的発展j 過程の分析内容については，後に同じ対象をとりあげる際言及する。

第一ちすでに指摘したように，富塚氏は，生産力一定‘ 有機的構成一定のもとでは，それに対 

応して唯一の部門構成をもった• 一本の「均衡蓄積軌道j があるとされたため， 「第 I部門の自立 

的発展j • 「過剰蓄積j といわれる.ものも，この一本の「均衡蓄積軌道j からの上方への乖離として 

. のみ'把えられることとなった。したがって， I 部門の蓄積率が, 「均衡蓄積率j を上迴り.「均衡蓄 

積軌道j からの上方からの乖離が生じる問題についてみると，その乖離の端初においては,「均衡 

蓄積軌道j を基準として「第 I 部門の自* 的発展」が搀出されうるとしても，その後の展開過程で, 

：n 部門自体の拡大も促進され，n 部門も，最初の「均衡蓄積率j を上廻っていくこととなると，そ 

こでは, r均衡蓄積軌道j は 「第 I 部門の自立的発展丄を検出する「理論的蓝準」としてはなんら 

役立たなくなってしまうのである。 ノノ ：. 、

第二に，このように，富塚氏では，^̂ 産カー定のもとでは，部門構成もまた一定でなければなら 

ないという誤った主張が拡大再生産の「基本原則j として前面に出されてしま-Pたため，部門間均 

衡を維持しつつも, 「均衡蓄積経路」からはずれていく拡大再生産の問題■— 本稿第4項の問題一 

は， 再生産表式分析の分析対象とはならないこととなった。

この結果，「均衡蓄稹軌道」から乖離していくものは，すべてこれからの乖離として一括されて 

しまい，「第 I 部門の自立的発展j と 「不均衡」との相遠と関速は，充分検討されないままに，「第 I 
部門の自立的発展/ の展開が論じられていくこととなった。

以上のことは, 富塚氏の「第 I 部門の自立的発展」• 「過剰蓄積/の分析につぎのような不明確さ 

をもちこむこととなぅていると思われる,

富塚氏は一方で，「均衡蓄積軌道j から上方に乖離するI 部門の高蓄積の進展を, 「第 I 部門の自 

立的発展1 の深化♦「過剰蓄積」の深化として強調される。 したがづて，生産力一定のもとで与え 

られた一本の「均衡蓄積軌道」• 一定率の「冷衡蓄積率j を基準として， それ以上に，第 I 部門の 

蓄•稹率が高まっていけばいくだけ， r第 I 部門の自土的発展」• 「過剰蓄横j は深化していくように; 
理解できる。

ところが他方，富塚氏は次のようにいわれる。

「……ここに注意すべきは，すでにみたようちたとえそれが生座 •力水雄に照応すベ#部們間め 

技術的=経済的な関迪性によ名制約を越えた•r 立的』発展であったとしても，それはそれでまた，

雇用梢大一~>消费需袈增大を通じて逆に全体としての苒生產の規模と:水準とをいわば上がら引きず
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り上げ拡張せしめてゆくのであり，そのことは，それら第J 部門に投下された固沱資本が資本として 

機能し生産能力を苑挪しうるまでには長期の建設期間を経過しなければならないという事倩と相換 

って，不均衡としての顕在化を先へ先へとおしやってゆく有力な要因として作用するというこ 

である。 いな， もし仮りに，この雇用増大消费需要増大の速度が，**自立的j 発展のr自立性』自体 

を .(後から後からと）解消せしめてゆくほどに大でありえたとすれば，すなわち,各生産部門への 

投下資本が順次に建設期間を経過してその生産能力を発撺し出し， 生産段階（《■迂回j の経路）を 

下降して現実に消費财生產の増大べと結実してゆくとしても，その消费財生産の増大をすべて吸収 

するに足るほどに雇用増大レ賃金率上昇 ) —消費需要増大©速度が大であったとすれば， r不均 

衡』としての顕在化は，無際限の前方におやられてゆくことも可能であろうと推論するとともで 

きるであろう。だがしかし，それには，《資本関係》によって規定される一定の越ええない限界が劃 

されているのであf デ)j (この「一定の越ええない限界」とは, 労働力の雇用増大—労働力不足— 労賃 

騰貴—利潤率下落—追加投資による利潤量の減少「資本の絶対的過剰生産」による限界である。） 

上の引用文fcみられるように，富塚氏は，「第 I 部門の自立的発展」の展開過程で，「不均衡とし 

ての顕在化を先へ先へとおしやってゆく」こと，あるいはび自立性 j 自体を（後から後からと）解 

消せしめてゆくことがありうるとされるが， これらの内容は，. 1■自立性』のゆえんを'しめす理論 

的基準であるはすのr均衡奮積軌道j との関連では一切論じられないため，その内容がきわめて不 

明確である。一 ~ 「不均衡」が潜在化し.その顕在化がひきのばされているというこ > と， 「不均 

衡j 自体が解消させられていくということとは，明確に区別されるべきであるが，それぞれの内容も 

区別もはっきりしていない。さらにまた「第 I 部門の自立的発展」と 「不均衡/ との関係自体が， 

明ボされていないこともあるので， 「第 I 部門の自立的発展」が 「不均衡』を潜在化していぐとい 

う肝心の問題fcついて不明確な点が多い。• '

以上の I 部門の不均等的拡大の問題について注意しておかねばならないのは，従来一般にこの問 

題について重要な謬説がみられることである。

すなわち，たとX*出発年次で，.I部P1と！]部門の拡大率が興なっていたとしても，. j部門の拡大 

率か 2 年間同じであれば， 2 年目にはn 部門の拡大率はI 部門と等しくなり,その後は両部門とも 

同率の拡大率で拡大再生産が進むという謬説である。

(一般に，この拡大率は，生産額の増加率として用いられているが，有機的構成‘等が一矩不変であるので，作 

産額増加率= 投下資本増加率であるから，投下資本の増加率として読んでもよい。 $ こでは, 拡大率として表 

現する。なお，これらの主張では* 「f > o F 問題」は捨象されているので，m e のみが，投下資本拡大•生產拡 

大をもたらすことになる。）

林直道氏は，マルクスの拡大西生産表式が「ニ部門間のテンポの法則性を示さないか」という問 

題を提起され，「第一部門の蓄積先行， 蓄積率一矩という前提のもとでは， 第一部門のコ 、ノスタン 

注（7 ) 锫塚i i三 1̂ /揭書』127頁。
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トな成長率が，拡大再生産の均衡条件をつたって第二部門にも波及し，こうして両部門のコンスタ 

ントかつ同率での発展が生じる,ことが明らか」であるとされるQ 吉原泰助氏は， 「第 I 部門の善積 

率がいかように定められようとも，その蓄積率が次年度も維持されれば, それは，次年度の均等発 

展蓄積率であって，次年度には両部門は均等に発展し， しかも，この均等発展成長率（生產総額め増 

加率—— 井村) は前年度の第I 部門の成長率に一致する」 という法則を定式化され，これを「均等化 

毕即j 与よばり為。 高須賀義博氏も「第 I 部門の今期の成長率 (生産総額の増加率—— 井村)が前期 

のそれに等しければ， 第 2 部門の成長率は第1部門のそれに等しくなるj とされ，「均等;的拡大再 

生産に関していえば，第 1部門が t 期から同一成長経路に入ったとすれば第2 部門の成長率は1期 . 

お.くれて同一の成長率に達し，それ以降において均等的拡大再生産が成立するj ことを「均等的拡

大再生産の内的メカニズムj として強調されている。
(10)

かかる見解の生じた発端は，マルダスの拡大再虫產表式がこのようが内容の拡大をしめしている 

ところにある。 . .

マルクスの拡大再生産表式は，単純化のため固定資本.労働手段のすべての伽値が年々移転しでし 

まうという前提をおいている。そのうえで，毎年 I 部門がまず50%という一矩の蓄積率で蓄積を 

行ない， n 部門の蓄積率，拡大率は両部H の部門間刼衡を維持するような価をとるように従属的に 

決荦されることになっている。 との結果，出発年次で，n 部門の拡大率がどのような価であっても，

2 年目には I 部門と同じくなり，その後はI . n 部門とも同じ率で拡大するようになっている。

I • n 部門の有機的構成が等しいところの「拡大再生産表式第2 例」では，拡大率とともに蓄積率 

も2 年目には両部門均等となるようなっている。

もちろん，マルクスがこの再生産表式の具体例から，上のような主張を導きだしだわけでは決し 

てない。 .

もし，上の主張が正当であるとすれば, I 部門がいかに不均等な拡大を行なっても，その拡大率 

が 2 年つづけば， I • n 部門の拡大率が.向一となるというのであるがら，資本制的拡大再生産のも

とでは, I 部門の不均等的拡大はただちに解消し， 「均等的拡大再生産」へ向かう傾向がきわめて
■ - • " . . .

強いことになろう。この見解では， I 部門が年々上昇する率で不均等的拡大をつづける場合にのみ， 

r均等的拡大再生産上へは完全に復帰しないことになる忒, もし， この見解が正しいとすれば，同 

様の理由で, 完全に復帰しないにしても2 # 目以降はI 部門の不均等の程度は急速に緩和され，「海 

等的拡大再生産」へ近づく傾向が強く作用していることになちう。 ‘

•一   ■ ■ ■ ■   .
注（8> 林直道「第1部門俊先的発展の法則一一拡張洱生產におけるニ大部丨"jの相互関係一/ ( 横山正彦編rマル 

クス経済学論集j 所収）188頁》
( 9 〉 吉原泰助q ?生 座 （表式）論」（杉本俊朗縮rマルクス経済学研究入門』 所収) 1 0 9 頁。 

d o ) 高須贺義博q ?生産-表式分析』1 1 1 〜2 頁。
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的拡大]1f生産の内的メ力ニズム」 の全く存在しないことこそが強調されねばならないめセ、あ；6 。

上の見解の第一の誤りは，これが固定資本.労働手段の価値が年々全部移転するという前提のも 

とで展開されたマルクス表式に依拠して導きだされ，' との見解がかがる前提をはずせば全く成りた 

たないというととに気がつかなかったととである。マルダスの掀大芮生産表式では单純化めため， 

かかる前提を設けて分析を試みているが，こめような非現実的な前提のもとでのみ成り立つ経過を, 

固定資本がきわめて重要な位置をしめる資本制的拡大再生産における「法則j • 「内的メ カ ニ ズ ム j 

とすることは，問題把握に蜇大な誤りをもたらすものである。

(イ） 上の見解は，右機的拇成.剰余価値率が不変のもとで， e のすべてが価値移転するととを仮定 

したうえで，マルメスめ拡大再生産表式のように， I 部門が年々一定率a で拡大を行なう場合，.

部門間均衡条件を通じて， n 部門の拡大率が2 年 Hに等しくなるという。

部門間均衡条件は

’1年月末 I (v+mv+mk)<i> =  n(c +  tne)⑴

.2 年目末 I (v+m v+;nk)⑵= n(c+m e)(2i

上の前提により

生處と消赀の矛盾⑵

I (v+m v+m k) {2j — I (v +  mv+mk) .
I (v4-mv+rhk)(i) a

n 部門の2 年目の生産拡大率は前提によりD m c ⑴
nc(2) であるが，

Il6 (2 i =  n(c+mc){i> = I(v + m v  十 ink)(i)

n  mc<2> —I ( v + m v  +  rnk)⑵ 一 I ( v + m v + mk) ⑴

nmcts)
IIC(2)

I(v +m v+m k)⑵—I(v 十 mv+mk)⑴ 
I (v+m v+m k) id  r

となり， 2 年目のn 部門の拡大率^ ^ * は i 部門と同じく《となるというのである。，

(ロ） このような推論の跫非を一応おくとして，上と全く同じ推論をするとしても，労働手段の耐用 

年 数 1 0 年, 固定資本の偭値移転年1 0 % とすると，事情は全く異なる。

部門間均衡条件は，（固定資本, 流動的不変資本をわけて） .

.ふ1年目末 I(v +  mv+ mk)d> = n(f+r+m F +m r)m  (ただし，c==f+r, me=mF+mr)

[2 年 HI末 I(v  +  mv +  mk)ui= D (f+r+m F +m r)⑵

ここで® 勘なことは，.固定資本の特質を考えると，2 年 @の！! 部鬥の拡大率は決して， —

n CmF+mr)(2)
ではなく，

n (m F + n ir )i
(投下資本拡大率）

n (~To~+mr)(2,

Etc (2>

(生産額拡大U (f +  r)(2 ) 、… - • ヽ , nClOf +  r ) ^  、仪 ■■只ノ+、似 八 平 ノ  =  —

率）であるということである。これを解けば， 2 年 g のn 部門の拡大率が1 年ぼよりは上昇する 

が，《よりは低いことが明らかであるが，上のことだけからも，固定資本の全部の価値が移転さ

れると前提し, 2年 0 の 拡 大 率 を と お い た 場 合 よ り も ，^ ^ 1 2上 と し  

て现わされる拡大率がはるかに低いものであるととが容易に理解できょう。

注( 1 1 )前掲拙稿r拡大斯li産過程[■こかんする表式分析J 197〜8:頁参照,

— - 74—

丨, ，丨 sa
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第二に，固矩資本の特質を捨象したという第一の点を一応おくとしても，上のような見解では， 

表式論にもとづいて拡大苒生産過程を理解する場合の注意点が見落されている点で誤っている。と 

の注意点は，固定資本を考慮して考える場合にも十分考慮されねば^ らないものである。 '

拡大再生産表式では「余剩生産手段」を必要な時に • 必要なだけ‘すべて咴収する蓄獱衝動が 

存在することが前提されている。とくに!]部門の蓄積率は， I 部piがー定率の蓄積を決めた後に部 

門間均衡を維持するために残余の「余剩生產手段」をすベて吸収するように•変動することになっ 

ている。以上の窯った主張のでてくる根拠となっているマルクスの拡大再生産表式のT第 1 例」に 

おいては， I 部鬥がn 部門より高い拡大率をとることによって全体の拡大率が上昇十るもとで， I 

部門の拡大率が一定と定められているので， I 部門の利角した残余のr余剰生産串段」，は急激に增 

外することとなっている。だが, u 部門はともあれこの残余をすべて吸収乎る匕とになっている。、 

したがって， n 部門の利用する「余剰生產手段」（= 蓄擒分) の増加率はI 部門よりはるかに高い上 

昇をしめし， n 部門の拡大率は前年の消費市場め拡大率（表式では前年めn 部wめ生産拡大率とひとし 

い） よりはるかに高率で上昇していくことになっているのである。このようにn 部門が残余の「余 

fJ半 寧 すべてを!^収して拡大するという前提ゆえにこそ， 2 年m こは拡大率の均等化が可能 

であったにすぎない。（マルクスの拡大再生産表式「第2例」では，出発年次のI 部捫の拡大率の方が低いめ 

で上と逆の関係となっている。）

しかしながら，このことは，資本制的拡大再生産において， I 部門の生産拡大率a がつら'けぱ，

I • n 部門の生産拡大率が均等化する「法則」_があること• 「均等的姑大苒生產め内沾メカ- ズ■ム■丨.

•  • ノ • • • • • ♦

があることをしめすものでは毛頭ない。

たしかに， マルクスの「第 1例」のように， I 部門が不均等な拡大をとげ「佘剩生産手段』 の 

「余剰率」= 全体の拡大率が上昇するということは，こ の 「余剰率」の上昇を蕋礎に, n 部門の拡大 

率の上昇も可能であることを’しめしているといえる。しかしそれはあくまでも単なる可能性にすぎ' 

ないのであって，マルクス表式を根拠として，n 部門の生産拡大率がI 部門以上の高い率で上昇し， 

両部門の生産拡大率が均等化する「内的メ カ ニ ズ ム j があるというのは大きな誤りである。皮 対に,. 

表 式 「第 1例」については， r余剰生産手段」の「佘剩率」が上昇するもとで，もしI 部門の拡大率ガi 

同一であるとすれば，拡大再生産の「正常的経過」のためには，n 部門の投下資本拡大分= 新投餐が 

I 部門以上の率で急激に増大し，n 部門の拡大率が急速に上昇しなければならないということ，この 

場合， n 部門が前年の消費市場の拡大率にひとしい率でしか拡大しないとすれぽ， 拡大；n?生産の 

「正常的経過j が不可能となるということをよみとるべきなのである。 あるいは/ とのI 部れの不 

均等的拡大の過程において， I 部門の拡大率がたとえn 部門以i の高水準であったとしても,前年 

よ'り低下した場合は , 拡大苒生摩の「正常的経過j はn 部門のきわめて急激な拡大によってのみ

可能であり， それなしには不可能であるということをよみとるべきなのである。 '
■ ■ ..... ' ■ ... ■
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